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平成３０年第１回大分県議会定例会

予算特別委員会会議記録（第２号）

――――――――――――――――――――

１ 委員会を開催した年月日、時刻及び場所

平成３０年３月１５日

午前１０時 から

午後 ３時２４分まで

本会議場において

――――――――――――――――――――

２ 出席した委員の氏名

委 員 長 衞藤 明和

副 委 員 長 毛利 正徳

志村 学 木田 昇

麻生 栄作 羽野 武男

衛藤 博昭 二ノ宮健治

森 誠一 守永 信幸

大友 栄二 藤田 正道

吉冨英三郎 原田 孝司

井上 明夫 小嶋 秀行

鴛海 豊 馬場 林

木付 親次 尾島 保彦

古手川正治 玉田 輝義

土居 昌弘 平岩 純子

嶋 幸一 久原 和弘

油布 勝秀 戸高 賢史

濱田 洋 吉岡美智子

元吉 俊博 河野 成司

末宗 秀雄 荒金 信生

御手洗吉生 堤 栄三

近藤 和義 桑原 宏史

阿部 英仁 三浦 正臣

後藤慎太郎

――――――――――――――――――――

３ 欠席した委員の氏名

なし

――――――――――――――――――――

４ 出席した委員外議員の氏名

なし

――――――――――――――――――――

５ 出席した県側関係者

総務部長 尾野 賢治

総務部理事兼審議監 和田 雅晴

財政課長 佐藤 章

税務課長 吉冨 智昭

行政企画課長 幸 清二

総務部参事監兼人事課長 藤原 隆司

市町村振興課長 山田 雅文

県有財産経営室長 中園 幸治

知事室長 大塚 浩

県政情報課長 石松 久典

法務室長 廣末 隆

総務事務センター所長 姫野 浩之

財政課財政企画監 渕野 勇

人事課人事企画監 渡辺 淳一

人事課給与厚生監 岩尾 誠二

市町村振興課市町村振興監 柳井 孝則

行政企画課総務企画監 藤田寿美恵

税務課課長補佐 末田 雄一

県有財産経営室室長補佐 髙山 泰信

財政課主幹 小野 宏

財政課主幹 今井 睦

財政課主幹 朝久野 理

財政課主幹 安部 祐介

財政課副主幹 松垣 安城

……………………………………………………

議会事務局長 酒井 薫

議会事務局次長 竹野 泰弘

議会事務局参事監兼
斉藤 和郎

総務課長

議会事務局政策調査課長 秋吉 一德

人事委員会事務局長 下郡 政治

人事委員会事務局
細川 浩明

公務員課長

労働委員会事務局長 太田 尚人

労働委員会事務局
後藤 大

調整審査課長

監査事務局長 安部 雄一

監査事務局次長兼第一課長 疋田 敏彦

監査事務局第二課長 和田慎一郎
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会計管理者兼会計管理局長 小石 英毅

会計管理局会計課長 田所 誠二

会計管理局用度管財課長 安藤 公典

会計管理局審査・指導室長 三宮 和彦

……………………………………………………

企業局長 草野 俊介

企業局次長 佐保 哲康

総務課長 岡田 倫明

工務課長 長井 篤

総合管理センター長 鈴木 雅彦

総務課総務企画監 森 和浩

工務課工務調整監 本林 純一

工務課発電所ﾘﾆｭｰｱﾙ推進監 亀山 英弘

総務課経営企画班主幹 穴井 光喜

総務課総務調整班主幹 深藏 亮一

総務課契約管財班課長補佐 東 正志

総務課出納決算班課長補佐 德永 晃

工務課発電管理班主幹 藤村 敬

工務課工業用水管理班主幹 安部 英治

工務課土木施設班主幹 後藤 裕三

――――――――――――――――――――

６ 付託事件

第１号議案から第１５号議案まで

――――――――――――――――――――

７ 会議に付した事件の件名

① 歳入予算全般

② 総務部関係予算

③ 議会事務局、人事委員会事務局、労働委

員会事務局、監査事務局、会計管理局関

係予算

④ 企業局関係予算

――――――――――――――――――――

８ 議事の経過

―――――→…←―――――

衞藤委員長 おはようございます。

ただいまから、本日の委員会を開きます。

本日以降の委員会は、昨日の委員会において

決定した運営要領及び審査日程により行います。

なお、審査に当たっては、運営要領に従い、

円滑に運営できるよう、御協力をお願いいたし

ます。

この際、付託された予算議案を一括議題とし、

これより歳入予算関係の審査に入りますが、説

明は簡潔かつ明瞭にお願いします。

―――――→…←―――――

歳入予算全般

衞藤委員長 それでは、歳入予算関係について

執行部の説明を求めます。

尾野総務部長 第１号議案平成３０年度大分県

一般会計予算のうち、歳入予算について説明を

いたします。

事前に配付をしております予算特別委員会資

料（歳入全般）をごらんください。この表は、

歳入予算について、款別に、３０年度当初予算

案、２９年度当初予算額、増減額、伸び率をあ

らわしたものです。

左下の歳入合計欄の一つ右にありますように、

当初予算案は６，１６９億４，５００万円であ

り、その右の２９年度当初予算額６，０９８億

６００万円と比べますと７１億３，９００万円

の増、伸び率で１．２％の増となっております。

歳入予算の主な内容について、今ごらんいた

だいております資料と、予算に関する説明書に

より説明をいたします。

まず、表の一番上、第１款県税については、

３０年度当初予算案Ａにありますように、１，

２５７億円で、その右の２９年度当初予算額Ｂ

と比較すると３３億円の増、率にして２．７％

の増となっております。これは個人所得や企業

業績の改善等によるものです。

詳細につきまして、予算説明書の５ページを

お開きください。５ページであります。

まず、第１項県民税、第１目個人についてで

あります。左手から２列目、本年度予算額にあ

りますとおり、３４６億４，９６４万８千円で

あります。個人所得の回復に伴う所得割の増に

より、比較欄のとおり、７億８，６４３万３千

円の増となっております。

次に、その下の第２目法人４５億５，０４２

万６千円と、７ページの下、第２項事業税、第

２目法人２４７億６，２４３万７千円、この二

つの合計がいわゆる法人二税でありますけれど

も、さきほどの別途配付の資料のＡ欄の上から

二つ目にありますとおり、合計すると２９３億
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１，２８６万３千円となっております。これは

円安等を背景とした企業業績の改善等により、

２０億１，８８７万円の増となったものであり

ます。

次に、予算説明書９ページをお開きください。

第３項地方消費税であります。右肩にあります

ように、３１０億４，０９４万８千円を計上し

ております。

第１目譲渡割については、４列目比較欄にあ

りますとおり、６億３，１６６万４千円の増と

なっております。これは、景気回復に伴い、個

人消費が向上していることを見込んだものであ

ります。

第２目貨物割は、輸入取引を対象とするもの

でありますけれども、県内での原油輸入量の減

少が見込まれることから、１０億７，０３８万

８千円の減を見込んでおります。

次に、１４ページをお開きください。第８項

軽油引取税については、９１億３，６８８万７

千円、前年度比で３億５，５４５万５千円の増

となります。これは、公共事業などの増加等に

伴う軽油需要の増加を見込んだものであります。

資料にお戻りいただきまして、上から三つ目

の第２款地方消費税清算金については、４４３

億１，１００万円を計上しております。これは、

税務署に納付された地方消費税をそれぞれの都

道府県が一旦受け入れた後、各都道府県間で清

算するものでありますけれども、地方財政計画

における全国ベースの個人消費の動向等を踏ま

え、前年度と比べ１１億２千万円の増、率にし

て２．６％の増を見込んでおります。

その下の第３款地方譲与税については、２０

７億２，３００万円、対前年度比２億３，６０

０万円の増となっております。これは、地方譲

与税の大半を占める地方法人特別譲与税が、さ

きほど申し上げました法人二税同様、企業業績

の改善等により増額することが要因となってお

ります。

次に、第５款地方交付税１，６７５億円と、

表の下から三つ目の、地方交付税の振りかわり

であります臨時財政対策債２５５億５，９００

万円との合計については、表の一番下に示して

おりますけれども、１，９３０億５，９００万

円となっており、前年度と比べ３４億８，７０

０万円の減となっております。これは、県税収

入等の増に伴って減額を生ずるものでございま

す。

次に、第７款分担金及び負担金は、３８億９，

１２６万円と、前年度から５，３７６万３千円

の増となっております。これは、公共事業や県

立スポーツ施設の建設事業費の変動等に伴う市

町村負担金の増によるものであります。

その下の第８款使用料及び手数料については、

７７億９，２９３万３千円と、前年度に比べ１

億４，１１７万７千円の減となっております。

これは、生徒数の減による県立学校授業料や運

転免許関係手数料の減収が主な要因であります。

その下の第９款国庫支出金については、９３

１億７，０６２万３千円と、前年度比で８，０

１２万円の減となっております。

主なものにつきまして、予算説明書の４４ペ

ージをお開きください。第１項国庫負担金、第

３目保健環境費国庫負担金については、左から

４列目、比較欄にありますように、２億４，６

７６万４千円の減となっております。これは、

２９年度集中的に整備した地域密着型介護サー

ビス事業所、いわゆるグループホームですけれ

ども、これらの整備が減少することなどによる

ものであります。

次に、４７ページをお開きください。第２項

国庫補助金、第２目福祉生活費国庫補助金につ

いては、１２億９，５５３万５千円の減となっ

ております。これは、３０年度から国保の広域

化を見据えた国民健康保険財政安定化基金への

積み立てが完了したことなどによるものであり

ます。

次に、６５ページをお開きください。第１０

目災害復旧費国庫補助金は、九州北部豪雨や台

風１８号災害の復旧のため１８億９，４８１万

９千円の増となります。

また、資料にお戻りいただきまして、第１０

款財産収入については、１５億１，１１０万９

千円と、前年度比で１億１，３６１万８千円の

増となっております。これは、不動産売り払い
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収入において、旧大分東警察署や玖珠地区教職

員住宅の売却を見込んでいることなどによるも

のであります。

次に、二つ下の第１２款繰入金についてです

が、２３５億６，６１２万４千円と、前年度比

で５３億２４９万９千円の増となっております。

これは、県有施設の整備等のため、あらかじめ

確保していた特定目的基金をできる限り活用し

たことによります。他方、財政の健全性を堅持

するため、財政調整用基金の取り崩しは極力抑

制をしたところであります。

詳細につきまして、予算説明書の８４ページ

をお開きください。第２項基金繰入金、第１目

財政調整基金繰入金３０億円と、第３目の減債

基金繰入金の一部５８億円がいわゆる財政調整

用基金となりますけれども、前年度に比べ４億

円減の８８億円としております。

また、第４目県有施設整備基金繰入金につい

ては、県有施設の老朽化対策等のため５０億１，

９９５万５千円、前年度比で１９億３，４９５

万５千円の増となっております。

三つ下の、第７目芸術文化基金繰入金につい

ては、国民文化祭開催経費等のため６億６，７

８９万９千円の増の７億８，６４８万３千円と

しております。

その一つ下の、第８目県立文化・スポーツ施

設等整備基金繰入金については、県立スポーツ

施設や芸術文化短期大学の建設工事の本格化の

ため、２８億５，１０９万５千円増の３５億８，

１８２万７千円としております。

また資料にお戻りをいただきまして、下から

５番目、第１４款諸収入につきましては、５７

２億８７４万２千円と、前年度に比べ４億２，

５０３万８千円の増となっております。これは、

旺盛な企業進出意欲に対応するため、県土地開

発公社が行う工業団地造成事業費の貸付枠を増

額したことなどによるものです。

最後に、その下の第１５款県債であります。

７０６億８，９００万円と、前年度に比べ６億

４，２００万円の減となります。これは、さき

ほど申し上げました、一つ下の臨時財政対策債

が減額したことなどによるものであります。

以上をもちまして、平成３０年度当初予算案

の歳入全般についての説明を終わらせていただ

きます。御審議のほど、どうぞよろしくお願い

いたします。

衞藤委員長 以上で説明は終わりました。

この際、委員の皆さん方に申し上げます。

これより質疑に入りますが、本委員会での質

疑は、事前に通告のあった委員を優先して指名

します。発言は、私から指名を受けた後、起立

し、発言願います。発言の際は、お手元のマイ

クを使用してください。

質疑は、付託された予算議案に対する内容に

とどめるとともに、説明資料名、ページ及び事

業名等を明らかにしてください。質疑の方法は、

一人一括問答方式となっており、質疑は関連質

疑も含め、一人５分以内、再質疑は２回までと

なっていますので、要点を簡潔にお願いいたし

ます。

なお、関連質疑は、関連した内容にとどめ、

関連以外の質疑にわたらないようにお願いしま

す。また、執行部に対し、資料の要求等がある

場合は、質疑とあわせて要求していただくよう

お願いいたします。

執行部の皆さんに申し上げます。

答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自席

で起立の上、マイクを使用し、簡潔明瞭に答弁

願います。

事前の通告者が３名おります。

それでは、順次指名してまいります。

堤委員 おはようございます。まず、歳入の関

係ですけども、先日、財政見直し試算というの

がありまして、その中で、県税の伸びが、国の

名目成長率を参考にして試算をされておりまし

た。消費税は来年１０月に増税予定となってい

ますけども、これが上がれば、成長率は当然そ

の減少する。これ、８％の増税のときに、長く

成長がとまったという現状から考えると、思わ

れるんですけども、そういう状況の中でも県税

の伸びが大きく伸びるというのは考えにくいん

ですけども、それをどう考えているのかという

ことが一つ。

それと、委員長、さっき説明の中で気がつい
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た点がありますので、質問通告はありませんけ

ども、ちょっとそれは発言をさせていただきた

いと思います。（「はい」と言う者あり）

さきほど部長のほうから、県民税と地方消費

税の関係で、景気回復の結果、個人所得割が増

えたり、また個人消費が伸びているというふう

に報告されておりますけども、個人消費という

のは大体その全体のＧＤＰの大体６割を占めて

おるんですけど、これがどういう状況で伸びて

いるという判断をされているかということを教

えていただきたいのと、あと、これ税務課にな

るのかな。大分県内の赤字の法人、比率がどれ

ぐらいあるかということを少し教えてください。

以上。

佐藤財政課長 私のほうから、財政収支見通し

の中の県税の試算のやり方、そんなに伸びない

んではないんかということについてお答えをさ

せていただきます。

今回の見直しの試算におきましては、国の中

長期の経済財政に関する試算など、国が示して

いる試算、計画等を参考に、本県個別の施設整

備計画等を加味した機械的に算出をしたもので

あります。県税につきましても、消費税率の改

定も踏まえた、国のさきほど申し上げました中

長期経済財政に関する試算、これで用いられて

いる名目成長率を根拠に、経済成長の効果が地

方税について１年おくれで反映されると見まし

て、機械的に算出をしております。

よって、これまで例年試算をしておりますけ

ども、同様に、個別に県税の状況について本県

独自に試算するというのはなかなか困難という

ことで、例年こういったやり方で県税の試算を

させていただいております。以上でございます。

吉冨税務課長 さきほど、県民税と地方消費税

の個人の所得割についてという御質問でした。

個人の所得割につきましては、７割を占める

個人の給与所得の、給与所得者の毎月勤労統計

調査というのを行っております。その伸びによ

りまして算定をいたしました。地方消費税につ

きましても同様に、個人所得の伸びということ

で、譲渡割につきましては見込んでおるところ

でございます。

それと、県内の赤字法人の比率でございます。

本県本店法人、本県に本店のある法人の欠損割

合につきましては、約７割、７０％と把握をし

ております。以上です。

堤委員 どうも。試算に関しては、私たちそう

いうふうな機械的な判断するしか方法はないと

いう、分かるんですよ。ただ、その数字が結構

ひとり歩きしちゃうんですね。伸びると。そう

すると、実際の結果からすると、違う部分も当

然出てくるわけですから、そういうところ慎重

にこれは試算をしていただきたいというふうに

思いますし、地方消費税の関係で個人消費が伸

びていると。さきほどの個人所得割のやつは給

与の関係が伸びていると。個人消費、地方消費

税については、給与が伸びているから、この消

費税の関係も伸びている。そういうふうな判断。

それと別に何かあれば、それを教えてください。

吉冨税務課長 申し訳ありません。譲渡割が、

個人の関係、所得、消費に関するものなんです

けれども、それにつきましては、大分県地方財

政計画に基づいた数字に基づいて行っておりま

す。ただ、その補完する割合としては、そうい

った意味で個人の消費も伸びているというのを

補完要因としております。

堤委員 個人消費が伸びているという、そうい

う実際の数字的には、じゃ、どういうふうにな

っているの。

吉冨税務課長 後で資料をお持ちします。

衞藤委員長 いいですか。

守永委員 ありがとうございます。平成３０年

度予算に関する説明書の５ページから１５ペー

ジにかけてなんですが、諸税の滞納繰り越し分

の徴収率で、県民税については個人で３２．２

％、法人税１９．８％、事業税の個人では２９．

２％、法人では１１．０％、不動産取得税では

２８．９％、自動車税では３０．９％といった

徴収率を設定してあるんですが、この徴収率の

設定については、何をもとに設定をしているの

か教えてください。

それと、滞納分で徴収が厳しいとは思うので

すが、どのような努力をされたのかお伺いしま

す。
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吉冨税務課長 繰り越し分の徴収率についての

御質問でございます。

滞納繰り越し分の徴収率につきましては、過

去の徴収率の推移等を税目ごとに分析して算定

をしております。また、個別の滞納事案等の特

殊要因がある場合には、それを勘案して算定し

ております。

また、個人県民税では、市町村への徴収職員

の併任派遣など、連携した取組を実施しておる

ということ。それと自動車税では、徴収職員だ

けでなく課税職員も含めて県税事務所全体で滞

納整理に取り組んでいるところでございます。

また、ただし、資力があるにもかかわらず納

付しない方には、捜索、差し押さえなど、厳正

な滞納処分を実施するとともに、その一方で、

納付をしたくても納付できないような方には、

納税の猶予や滞納処分の停止を行うなど、生活

実態に応じた対応をしておるところでございま

す。以上です。

守永委員 ありがとうございます。滞納分とい

うことで、かなり実態を見ながら苦労されてい

るところがあるんじゃないかと思っていますが、

予算でこういう率を設定して、実績としてこの

設定を下回らないということが大事なんだろう

というふうには思うわけですけども、その中で、

かなり滞納分についての徴収率を維持するため

に努力もされているというのは、様子を見ても

分かるんですが、今後、県税事務所のあり方に

ついても議論がされると思うんですが、ぜひ徴

収率を下げないということと、費用対効果とい

う部分は確かにあるとは思うんですが、公平性

をいかに保つかということも大事だろうと思っ

ていますし、県民の皆さんの利便性の確保も含

めて、組織のあり方についても、今後ぜひ前向

きな議論もお願いをしておきたいと思います。

もし何かコメントをいただければ、コメント

をいただければと思いますし、もう特にコメン

トがないようであれば、ぜひ努力をお願いして、

終わりたいと思います。

吉冨税務課長 県税事務所の見直しに当たりま

しては、地元の意見も伺いながら、今、丁寧に

進めているところでございます。地元からは、

地域における税行政の一翼を担う県税事務所が

なくなるということは、個人県民税の徴収業務

を担う市町村との連携が弱まって、徴収率等に

影響が生じるのではないかといった意見もいた

だいてきました。現在、再編後も徴収率が下が

ることのないよう、市町村との連携を強化する

とともに、統廃合により生じた人員を市町村へ

派遣するなどの検討を行ってまいりたいと思っ

ております。以上でございます。

衞藤委員長 いいですか。

土居委員 私からは、平成３０年度予算に関す

る説明書の８４ページ、基金繰入金についてお

伺いします。

予算発表時の資料によると、３０年度末財政

調整用基金残高は、安定的な財政運営に必要と

考えられている３２４億円を５２億円下回って

います。大規模な災害など、不測の事態に備え

た基金という性質を考慮すると、一時的に目標

を下回ることはやむを得ませんが、積み増しに

しっかり取り組んでいただきますよう、まずは

お願いしておきます。

そこで、基金に関して三つ伺います。

まず、一つ目は、財政調整用基金の取り崩し

を抑制するため、特定目的基金を最大限活用し

たということですが、どのように工夫されたの

かを伺います。

二つ目は、今回の活用によって特定目的基金

の残高も気になるところですが、平成３０年度

末残高はいくらを見込んでいるのでしょうか。

また、今後の活用に不足することはないのか伺

います。

三つ目が、国では地方の基金残高の増加を地

方交付税の削減に結びつけるような議論がなさ

れております。今後の方向性について見解を伺

います。

和田総務部理事兼審議監 まず、私のほうから、

地方の基金残高の議論の今後の方向性について

お答えをさせていただきます。

この問題の経緯から付言して申し上げますと、

昨年の６月に決定されました骨太の方針２０１

７におきまして、財務省のほうから国の赤字国

債を発行する中で交付税措置をしていると。そ
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ういった中で地方において基金が増加している

のは問題ではないか、地方交付税を減額して赤

字国債の発行を抑制すべきでないか、そういっ

た議論があったところでございます。骨太の方

針におきましては、まずは総務省が全国調査を

行いまして、基金の増加の背景や要因を分析す

るというふうにされたところでございます。そ

の調査結果につきましては、昨年の１１月に公

表されておりますけども、基金残高につきまし

ては、平成１８年度末が１３．６兆円、それが

平成２８年度末は２１．５兆円というふうにな

っておりまして、この１０年間で約８兆円増え

ているという状況でございます。

ただし、財務省の主張いたします交付税措置

の関係で申し上げますと、税収が高くて交付税

をもらっていない東京都等のような団体を除き

ますと、５．３兆円の増加という状況でござい

ます。さらにその交付団体の５．３兆円の増加

のうち、約４割につきましては、国の国庫支出

金を伴うものであったり、あるいは合併に伴う

もの、国の制度改正に伴うものということにな

っております。残り６割につきましては、これ

は本県も含めまして、各地方公共団体において

行財政改革の努力に取り組みまして、そういっ

た財源を将来の備えにためているという状況で

ございます。

こうした調査結果を踏まえまして、総務省に

おきましては、基金残高を理由に地方交付税を

削減するのは適当ではないという見解を示しま

して、平成３０年度の地方財政対策におきまし

ては、基金残高を理由として交付税の削減は行

われていないという状況でございます。

しかしながら、この基金残高の問題の一番の

ターゲットは、来年の骨太の方針２０１８だろ

うというふうに考えております。現在、平成３

０年度までは地方の一般財源総額についてしっ

かり確保するという方針が骨太の方針で示され

ているところでございます。平成３１年度以降

どうするかということが、まさに骨太の方針２

０１８で議論されまして、恐らくその中でこの

基金の増加ということも論点になってくるとい

うふうに考えておりますので、その議論の中で、

しっかり地方の立場を主張していくことが大事

だというふうに考えております。以上でありま

す。

佐藤財政課長 まず、私から、特定目的基金の

活用について、どのように工夫をしたのかとい

うことについてお答えいたします。

本年度、２９年度につきまして、大きな大規

模災害が発生しまして、その復旧復興のために

積極的に財政調整用基金を取り崩して対応をい

たしました。そのような中、３０年度当初予算

を編成するに当たりまして、できるだけ財政調

整用基金の取り崩しを抑制して、３２４億に近

い額で何とか基金の残高を保ちたいということ

で、特定目的基金を充当する事業を増やしたり、

基金需要を見据えた規模是正などを行った上で、

最大限特定目的基金を使うということで予算の

編成作業を行ってまいりました。

具体的には、社会福祉振興基金というのがご

ざいますけども、この充当事業を２０事業から

４１事業と倍増したほか、屋内スポーツ施設、

芸術文化短期大学の改修などに、施設の整備費

にあらかじめ積み立てておいた県有施設整備基

金を対前年で６割増しの５０億円、それから県

立文化・スポーツ施設等整備基金を３６億円と、

積極的に充当いたしたところであります。

また、土地開発基金の積立額を１０億円ほど

持っておりますけども、条例上の基本額という

のが４億円でありまして、そこを規模是正６億

円いたしまして、その是正額も踏まえまして、

景気回復に伴い、投資意欲の旺盛な企業の県内

の進出に向けて迅速に対応するということで、

企業立地促進等基金に２０億円の積み増しを行

ったところであります。

これらにより、３０年度一般会計当初予算で

は、活用額１４５億円となりまして、２９年度

の当初予算と比べまして５７億円の増となった

ところであります。

もう一つ、特定目的基金、それだけ使って３

０年度末いくらかということと、今後の活用に

不足はないかということでございます。

県が保有する基金は３０基金ございます。そ

のうち財政調整用基金二つを除きますと、２８
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の特定目的基金を持っておりまして、その残高

は３０年度末で約３３５億円となる見込みであ

ります。このうち、国民健康保険財政安定化基

金など、国の施策に基づいて国庫等を財源とし

て積み立てた分の残高というのが１１７億ほど

あります。それを除いて県独自に積み立ててい

る分というのが約２１８億円になります。１７

基金ございます。残高についてはそういうこと

であります。

また、今後の活用について御心配をいただき

ましたけども、芸術文化短期大学の改修とか屋

内スポーツ施設の整備などのために積み立てて

おります県立文化・スポーツ施設等整備基金、

また、一部でありますけども、ラグビーワール

ドカップ開催等のために積み立てているスポー

ツ振興基金、こういったものについては予定ど

おり活用できると見ております。

このほか、老朽化した県有施設の改修等を計

画的に行うために積み立てております県有施設

整備基金、約１００億円ほど、今、残高ありま

すけども、これについて改修とか保全に毎年１

３億円ほど、例年、今、かかっております。改

修や維持保全計画についてはしっかりと毎年毎

年精査をしていきながら、ただ、長期的に、改

修、保全にはお金がかかりますので、長期的に

不足が生じないように、これまで同様に行革努

力などによって適宜必要額を積み増しを行いた

いと考えております。以上でございます。

土居委員 ありがとうございました。特定目的

基金の工夫をして活用されているぐあいがよく

分かりました。ただ、その改修とか維持にこれ

からもかかるので、極力注意をしながら、活用

のほうをお願いいたします。

それから、国に対して骨太の２０１８、議会

のほうからも要望をどんどんしていきたいと思

っていますので、よろしくお願いします。以上

です。（「まだ」と言う者あり）

衞藤委員長 関連。

原田委員 今、和田審議監と財政課長のお話を

聞くと、いわゆる、言い方は悪いけど、減らさ

ないために、財政調整用基金じゃなくて、特定

目的基金のほうに振りかえを心がけているとい

うふうにお聞きできるんですけど、そういった

考え方をやっているのかなというふうに思うん

です。というのも、この大分県だけでなくて県

内の自治体、全国の自治体も同じような動きの

中で、同じような動きがちょっと見えるもんで

すから、ぜひそういった考え方というのを進め

ているのかというのをお聞きしたいと思います。

以上です。

佐藤財政課長 質問ありがとうございます。今

回、特定目的基金を活用したのは、確かに時期

として国のほうで基金残高の議論がされている

中なんですけども、私どものこの今回のその特

定目的基金の積極的な活用の方針というのは、

やはり２９年度に大きな災害があって、財政調

整用基金を２７億円取り崩しをいたしまして、

なおかつ国の補正を積極的に受ける中で、３０

年度当初予算を編成するときに、今回結果的に

は８８億円ということで対前年と比べると４億

円の減のところで財政調整用基金の取り崩しの

抑制を図ったんですけども、もし特定目的基金

の活用をしなければ、５７億ほど特定目的基金

を積極的に使っております。これがなければ大

きく財政調整用基金を取り崩しをしないと悪い

ということで、今３０年度で自然体で２７２億

ということで残高、これに何とか年度中の節約

とか節減とかを含めると、何とか３２４億に近

づける形で確保、１割、標準財政規模の１割を

確保できるのかなというところを、そこを見据

えながら編成作業を行っておりましたので、時

期的に確かにリンクするんですけども、決して

目立たなくするためにこちらを使ったというこ

とではなくて、どちらかというと、財政調整用

基金を確保するためにこちらを積極的に使った

というのが今回の特定目的基金の活用の理由で

ございます。以上でございます。

衞藤委員長 いいですか。

以上で事前通告者の質疑を終了しました。

ほかに御質疑のある方は挙手をお願いします。

麻生委員 通告をしていなくて申し訳ないんで

すが、４６ページからの国庫補助金について。

昨日もちょっと議論をさせていただきました

が、地方創生交付金の中で、昨日も話をしまし
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たが、例えばＲＥＳＡＳにかかわる部分で、そ

れで補助金が認定されたものというのが、ある

のかないのかだけ教えてください。

ほかにも、ほかの部局にも地方創生推進交付

金出ているわけですが、もしある場合は、後ほ

どその対象事業名というか、それについての一

覧表を資料としていただければ幸いです。

それから、半島振興法についても昨日お話を

させていただきましたが、半島振興法に伴うか

さ上げ、全国で１億ぐらいの枠しかないという

ふうに聞いておる中で、約２千万近く大分県引

っ張ってきているというのは評価すべきなんで

しょうが、国会議員によるその議員立法によっ

て制定されました法律を根拠とするものについ

ては、やっぱり相当なアプローチをしていくと

同時に、政策提言をしっかりして、その上で個

別予算要求というか、要望活動を行って、その

上でしっかりかち取るものはかち取っていくと

いう取組が必要になってこようかと思うんです

が、そういう意味では、我が県、うまくいって

いる部分といっていない部分が格差が大きいも

んですから、特に半島振興法に関しては、県議

会も全国都道府県議会の監事、今、会計監事だ

ったでしょうか。そういった役職もありますし、

フル活用しながら取組をしていく、一体となっ

て取組をしていく必要があろうかと思うんです

けれども、そういう意味を含めて、例えば半島

振興法、総額が１億のところを、例えば政策提

言をすれば全国でも１００億とかですね、ぐら

いを要求して、その中から引っ張ってくるとい

う手順も必要になろうかと思うんですが、まず

ちょっとその辺についてのスケジュールとか、

取組のあり方とかについて考え方をお知らせく

ださい。

山田市町村振興課長 質問のありました地方創

生の交付金について、ＲＥＳＡＳの活用事例が

あるかどうかということについてお答えいたし

ます。

地方創生の推進交付金の審査に当たりまして

は、客観的なデータ、あるいは類似事業の実績

評価に基づく事業設計が行われているかどうか

というのを、国において外部評価委員を交えて

厳しく審査を受けます。そういう意味で、ＲＥ

ＳＡＳを活用した、あるいはビッグデータ等を

引用した的確なＫＰＩの設定、あるいはそれに

ついての中間検証等が審査において求められま

すので、県内の市町村全てとは言いませんが、

事業計画書をつくる段階で、ＲＥＳＡＳのみで

なく、いろんなデータを活用しながら、客観的

にどういう成果が事業の執行によってあらわれ

るかということをきちんと計画の中に盛り込ま

ないと、なかなか採択されないと。そういう状

況がございます。

ちなみに、本県の市町村、２９年度につきま

しては、３７事業が、新規、継続を含めて採択

をされております。この件数は、１市町村当た

りの採択数で計算をしますと１．８３本という

ことで、九州各県の中では１位の成績となって

おります。３０年度につきましても、今、４５

事業の申請をしているところでございます。

具体的にＲＥＳＡＳを活用しているかどうか

ということは、市町村には確認しておりません

が、そこが必要ということであれば、また確認

の上、後ほどお示ししたいと思っております。

以上です。

佐藤財政課長 半島振興の関係のかさ上げ、２

千万ということで、確かに大分県、もともと半

島なりが多いということで、積極的にその辺の

かさ上げを申請をしているということなんです

けども、委員おっしゃったとおり、やはりほか

の事業でもそうでありますけども、やはりその

大分県選出の国会議員の方にいろんなところで

連携をとりながら、財源としての国庫を獲得に

いくというのは非常に大事なことだと思います

ので、かさ上げについてもやっぱりその辺につ

いては十分連携しながらやっていきたいと思い

ます。以上でございます。

麻生委員 ありがとうございました。地方創生

推進交付金と、そういった地域振興にかかわる、

国会議員による議員立法によってつくった法律

根拠によるものというのは、重なる部分も結構

あると思うんですね。だから、なおさらよく連

携を図って、こちらのほうでとれないときには

こっちでとるとか、よっぽど連携を密にして情
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報共有しながら取り組んでいく必要があろうか

と思いますんで、我々も役割を果たすべきとこ

ろはしっかり果たしていかなければならないと

思っておりますんで、よろしくお願い申し上げ

ます。終わります。

衞藤委員長 ほかに御質疑はありませんか。

戸高委員 すみません。１１款の寄附金なんで

すが、いつも余り変わらず同じ金額であります

けども、一つだけ、この保健環境費寄附金とい

うのだけ増額になっておりますけども、この中

身についてお聞きしたいなということでござい

ます。

それとあと、何か寄附金のこの増額の今後の、

するための県の取組というか、そういったもの

があれば教えてください。

佐藤財政課長 ありがとうございます。

まず、寄附金の保健環境部の寄附金の増であ

りますけども、レジ袋の、いただかないときに、

１枚当たりスーパー等でその分はお金をためて

寄附する。そのレジ袋の寄附金が増を見込んで

いる分であります。

それから、寄附金の増対策でありますけども、

一つはふるさと納税もこの寄附金の中になりま

す。県としてふるさと納税を、確かに大分県に

愛着を持っていただく方からふるさと納税をい

ただくということで、返礼品としていくつかを

つけながらＰＲをしているところであります。

そこは・・・形の取組というのは大事であると

思っておるんですけども、ただ、県で大きく寄

附金をいただくと、その分というのが市町村と

かの税金から引かれるということになりますの

で、県の方針としては、例えばそのふるさと納

税については、気持ちはいただくけども、そこ

に返礼品等を豪華なものをつけて獲得にいくと

いうまでは、ふるさと納税についての寄附金と

して増対策をするところまではやっておりませ

んけども、ただ、いずれにしましても、寄附金

についてはいずれも寄附をする方のお気持ちで

ありますので、そこを大事にしながらいただき

たいと思いますけど、ただ、今、今回増やして

おるのは、レジ袋等については環境対策にもな

りますので、引き続きそのスーパー等のレジ袋

の削減等の、そこの推進は、スーパーとか店舗

の方と連携しながらやっていきたいと思ってお

ります。以上でございます。

衞藤委員長 いいですか。

ほかに御質疑はありませんか。

小嶋委員 あらかじめ出していなくてすみませ

ん。税収が随分伸びていると理解をしておりま

すが、これで歳入全体で自主財源率というのは、

大体どれくらいのパーセンテージになるのかと

いうことと、それから最近法人税あたりが年々

伸びているようにあるので、ここ５年ぐらいの

自主財源率の推移のようなものが分かれば、後

で、これは資料でいいんですけど、いただけれ

ばと思います。

佐藤財政課長 自主財源につきましては、県税

とか、地方消費税の清算金とか、繰入金とか、

諸収入とかになりまして、３０年度当初予算で

自主財源については４２．８％、４２．８％に

なります。景気が回復傾向になると、徐々にそ

の自主財源が上がってくる。税収が伸びれば自

主財源が上がってくるということになりますの

で、歴年の資料についてはまたお示しをしたい

と思いますけども、景気の回復局面にあっては、

自主財源比率というのは大方上がってくる方向

になると思います。上昇基調になる。以上でご

ざいます。

衞藤委員長 いいですか。（「いいです」と言

う者あり）

ほかに。（「委員長」と言う者あり）ちょっ

と待ってください。すみません。

小嶋委員から、自主財源率の推移に関する資

料の要求がありました。

お諮りいたします。ただいまの資料を委員会

として要求することに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 御異議がないので、ただいまの資

料を要求することに決定いたしました。

執行部はよく調整の上、速やかに提出願いま

す。

志村委員 お尋ねをいたします。別府市が入湯

税を徴収というお話、議会で議決したようでご

ざいますが、まずこの反応を一つ、県外も含め
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て、どういう反応なのかというのをお聞きした

いのが一つと、それから、おんせん県おおいた

っていうのは、日本全体でも大変浸透してきた

というふうに思うんですね。そうなりますと、

その別府の入湯税の値上げが、ほかの例えば由

布でありますとか、そのほかの温泉地とのこと

をどういうふうに受けとめられているかという

のは、やはり考えなくちゃいけないことだと思

っております。

そうやって見ますと、その市町村における独

自の税の徴収について、よくよく県と協議をし

ながら進めることも、一つは大事なことじゃな

いかなと思っておりますんですが、その辺の考

えをちょっとお尋ねをしたいなと思っておりま

す。

山田市町村振興課長 入湯税の超過課税、引き

上げについての県内ほかの市町村の反応という

ことと、それから、入湯税引き上げについて、

ほかの温泉地との兼ね合いということ、２点お

答えいたします。

今回、入湯税の引き上げに関しましては、別

府市が超過課税ということで、標準税率が法で

示されているんですけども、基本的に市町村が

みずからの判断と責任において課税自主権を活

用して今回引き上げをするということで、これ

につきましては、ほかの温泉、入湯税を課して

いる市町村も同様の引き上げは可能なわけです

が、今現在、その別府市の引き上げを受けて、

うちも検討したいというふうに言っているとこ

ろは、私どものほうにはまだその情報は入って

ございません。県内ほかの、例えば由布市等も、

入湯税につきましては２８年で１億円の収入が

ございます。この分を引き上げれば、かなりの

増収になるわけですけども、今回別府市におき

ましても、いろんなその旅館ホテル関係者等の

意見、あるいは市民の検討委員会をつくって、

そういったところの意見を聞きながら時間をか

けて検討してまいったということで、なかなか

一足飛びに、じゃ、うちもというふうに追随す

るのは難しいんではないかと思います。

いずれにしても、その入湯税引き上げ分の使

途を明確にして、観光客、あるいは市民の皆さ

んが納得するような、そういうものを今から中

身を詰めていくということですので、それを見

ていくと。そういう状況ではないかと思ってお

ります。

ほかの温泉地との兼ね合いということですが、

今回ほかの、全国にも入湯税を既に超過課税し

ているところが４市町ほどございます。ほかの

ところは規模の小さい温泉地で、引き上げにつ

いての影響というのはさほどなかったというふ

うに聞いております。別府市の場合は規模の大

きな全国有数の温泉地でございますので、どう

いう影響があるかというのは、今後の推移を見

ていく必要があるんではないかと思いますが、

いずれにしてもその入湯税を使ってどういう観

光振興対策とか、温泉の充実策とか、そういっ

たものを打っていくかということが重要ではな

いかというふうに考えております。以上です。

志村委員 もう一つ聞きたいのは、いわゆる市

町村が独自に制定する税制を、それぞれ独自に

やる権利がありますから、それをいろいろ注釈

つけることはいかんと思いますが、県とどうい

うふうに協議をするかという、関連がある市町

村が多くなる今回の入湯税みたいなことについ

ては、やっぱり県がある程度調整役というか、

もし何か相談があったときに、やるような体制

づくりが必要だと思うので、そういう意味で、

市町村税についてどうかかわるのか、これは県

としてのお考えを聞きたいと思っております。

それから、使い道については、市長のコメン

トもございましたけども、やっぱりこれはお客

様にとってよかれということが基本だと思うん

で、だからこれから調査するというよりも、そ

こは、ここで議論することじゃないですけども、

やっぱり上げた分についてはお客様に喜んでい

ただけるということが基本だというふうに私は

思っておりますので、そこも含めて、市町村と

どういうふうに県はかかわるのか、お尋ねした

いと思います。

山田市町村振興課長 超過課税につきまして、

市町村とどうかかわっていくかということでご

ざいます。

今回、非常にほかの市町村も、今回の入湯税
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の税源については関心を持っておりまして、実

は今年度から税制問題検討会議というのを設置

しまして、３回ほど開催いたしました。市町村

をめぐるいろんな税制上の課題について、そこ

で検討し、あるいは講師を招いて勉強会を開い

たということで、３０年度もそれを予定してお

ります。入湯税につきましては、非常に関連す

るところも多うございますし、皆さんも関心が

高いということで、これについて協議項目とし

て、今、予定をしておりますので、今後深掘り

をして、どういう課題があるのかも含めまして、

検討を進めてまいりたいと思っております。

衞藤委員長 いいですか。

ほかに御質疑はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ほかに質疑もないようですので、

これをもって歳入予算関係に対する質疑を終わ

ります。

暫時休憩いたします。

午前１０時５５分 休憩

―――――→…←―――――

午後 １時 １分 再開

毛利副委員長 休憩前に引き続き、委員会を開

きます。

これより総務部関係の予算の審査に入ります

が、説明は主要な事業及び新規事業に限り、簡

潔かつ明瞭にお願いします。

―――――→…←―――――

総務部関係予算

毛利副委員長 それでは、総務部関係予算につ

いて、執行部の説明を求めます。

尾野総務部長 それでは、平成３０年度当初予

算のうち、総務部関係の歳出予算について御説

明をいたします。

お手元の平成３０年度総務部予算概要の１ペ

ージをお開きください。総務部当初予算（一般

会計）の概要についてです。

左側の１、予算のポイントでありますけれど

も、総務部は、安心・活力・発展プラン２０１

５に掲げる施策を積極的に展開するため、歳入

の確保や歳出の見直し、資産マネジメントの強

化等の行財政改革を着実に実行し、安定した行

財政基盤の構築を図ることが役割であると考え

ております。また、行革アクションプランに基

づく着実な取組として、来年度は、職員の働き

方改革を一層推進するための予算等を要求、計

上させていただいております。

次に、３枚おめくりいただき、２ページをお

開きください。平成３０年度の一般会計の予算

案の総額は、上の表の左から２列目の予算額

（Ａ）欄、上から３行目の総務部の計にありま

すように、１，５２４億１，０２６万９千円で

す。これを２９年度当初予算額と比較しますと、

右端の前年度対比欄の上から３行目にあります

とおり、２３億９，０５３万４千円、率にして

１．５％の減となります。これは、公債管理特

別会計繰出金の減などが主な要因であります。

それでは、主な事業について御説明をいたし

ます。

１２ページをお開きください。事業名欄の一

番下、知事公舎建てかえ事業費３億８４５万５

千円は、昭和２４年に建設され、築６８年が経

過して老朽化が進むとともに、津波浸水のおそ

れがある知事公舎を、荷揚町体育館跡地に建て

かえるものであります。設計等が終了したこと

から、来年度は建設工事に着手をいたします。

次に、２３ページをお開きください。事業名

欄下から２番目、県職員の働き方改革推進事業

費１，８８３万２千円は、職員が使用するパソ

コンの稼働状況に基づき、勤務時間を客観的に

把握するシステムを導入するものです。時間外

勤務の命令時間とパソコンの稼働時間に乖離が

生じた場合は、上司がその理由を確認して、業

務処理の方法を具体的に指導し、時間外勤務の

縮減につなげていきたいと考えております。ま

た、柔軟な働き方を推進するため、子育てや介

護職員等を対象に、タブレット端末を貸し出し、

自宅での勤務も可能となるよう支援をいたしま

す。

次に、３２ページをお開きください。事業名

欄の一番上、公債管理特別会計繰出金６３５億

５，２３９万７千円は、県債を償還するため、

通常債分の元金相当額を公債管理特別会計へ繰

り出すものです。これまでの繰り上げ償還や発
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行抑制の効果により、元金償還額が減少するこ

とから、前年度と比べて約３８億円の減となっ

ております。

その下の減債基金積立金９４億５００万円は、

１０年満期一括償還方式で発行しております全

国型市場公募債について、その償還の平準化を

図るため、借換債を発行し、通算３０年での償

還としていることから、毎年度発行済み額の３．

３％を、満期に備えて積み立てておくものであ

ります。

次に、下の３３ページをごらんください。事

業名欄の上から二つ目、公債管理特別会計繰出

金９２億７，８１６万２千円は、さきほどの元

金と同様に、通常債分の利子を特別会計へ繰り

出すものであります。借入金利の低減などによ

り、前年度と比べて約１２億円の減となってお

ります。

次に、３５ページをお開きください。事業名

欄の財政調整基金積立金から県有施設整備基金

積立金までは、それぞれの基金の運用利息を積

み立てるものでありますが、四つの基金を合わ

せた積立金の総額は、一番下の目計欄にありま

すように、２億９，６６９万円となっておりま

す。

次に、３８ページをお開きください。表の左

端、区分欄の上から２番目の、事業費について、

左から２番目の目名欄の上から三つ目、地方消

費税清算金から一番下の利子割精算金までは、

それぞれ税収に応じて、清算のため他の都道府

県へ支出したり、市町村へ交付金として交付す

るものであります。

次に、４０ページをお開きください。事業名

欄の上から二つ目、県税徴収事務費です。右端

の事業概要欄をごらんください。上から二つ目

の二重丸、県民税徴収交付金１６億８，０５７

万円は、個人県民税を賦課徴収する市町村に対

し、徴収取扱費を交付するものであります。

また、その二つ下の二重丸、自動車税徴収強

化対策事業費１，１８６万円は、自動車税の納

期内納付の促進に係る広報活動等に要する経費

です。

なお、平成２９年度の自動車税の納期内納付

率は、前年度から１．４５ポイント上昇し、７

６．２％となっております。引き続き口座振替

の推進等により、納期内納付率の向上を図って

まいります。

次に、５６ページをお開きください。県・市

町村「創生人材」育成事業費５５６万７千円は、

地方創生を担う意欲ある自治体職員を発掘、育

成するとともに、ネットワーク化を進めるもの

です。政策研究や地域づくりに取り組む自主活

動グループに対する活動支援や、職員同士のネ

ットワーク化を図るための交流会や学習会等を

開催します。また、県では、平成２９年度は過

去最多となる２３名の実務研修生を１５市町村

から受け入れておりますけれども、３０年度は

研修生を対象とした政策研究合宿を新たに実施

するなど、研修の充実を図ります。

以上で総務部関係の歳出予算の説明を終わり

ます。御審議のほど、よろしくお願いをいたし

ます。

毛利副委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入りますが、執行部の皆さん

に申し上げます。

答弁は、挙手し、私から指名を受けた後、自

席で起立の上、マイクを使用し、簡潔に答弁願

います。

事前の通告者が７名おります。時間も限られ

ておりますので、円滑な進行に御協力願います。

それでは、順次指名してまいります。

堤委員 どうもお疲れさまです。予算概要の２

３ページ、さきほど説明がありました県職員の

働き方改革推進と人事管理システムの再開発事

業についてであります。

パソコンの稼働時間で勤務時間をチェックし

て、事前命令と合致しているかどうかを確認を

すると。それで業務量を平準化するというふう

にあるんですけども、当然チェックする側が業

務内容を具体的に把握しておかないと、平準化

というか、振り分けが難しくなってくるんでは

ないかなというふうに思います。ですから、事

前命令と時間の乖離があった場合、どのような

形で具体的にその業務を振り分けをしていくの

かというのとあわせて、人事管理及び評価を一
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元管理するシステムというふうにもなっており

ますけども、どのようなシステムとなるのかと。

二つ目が、同じく４０ページの県税徴収事務

及び不正軽油対策事業についてです。

地方での申請による猶予制度が、２０１６年

４月１日以降のもうけ分から始まって、昨年、

２８年度は申請がゼロで、職権が１６件と昨年

予特で答弁をしておられますけども、平成２９

年度はどうであったのかと。

また、督促状、催告状について、昨年度はど

れくらい発送したのか、その結果はどうか、差

し押さえなど滞納処分はどうでしたか。

また、不正軽油対策でどのような不正が多い

のか。あわせて、２９年度はどのような事案が

あったのか。

また、出国税が来年１月から導入をされます

けども、航空券などのチケット購入時に徴収を

されるんですけども、大分県から出国する人も

いますけども、どれぐらいの税収、これは国税

として多分徴収されるんでしょうけども、大分

県にもそれが配分されるのかどうかという点に

ついてお伺いします。

藤原総務部参事監兼人事課長 ２点についてお

答えいたします。

まず、事前命令とパソコンの時間に乖離があ

った場合、どのように是正していくのかという

点についてでございます。

上司の命令により行われた時間外勤務は、翌

朝、事後確認を行います。その際、命令時間と

システムに記録された時間に乖離が生じておれ

ば、その理由を確認をいたします。その上で、

その日に必ず仕上げなければならない緊急性や

必要性が認められる場合は、命令時間の補正を

行うことになります。あわせて、上司は時間外

に行った業務内容を精査し、最も効率的に処理

できる方法を具体的に指示することで、今後の

勤務時間の縮減につなげていくことになります。

長時間勤務が特定の職員に集中していること

が確認された場合には、他の職員に業務を割り

振り、業務量の平準化を図ることになります。

さらに、必要があれば、業務量に応じた人員の

配置の見直しも行っていくということになりま

す。

２点目の、人事管理システムの再開発に関し

てでございます。

人事管理システムは、各任命権者ごとに管理

している職員の氏名、年齢、職種、経歴などの

基本情報を登録したシステムであり、通常の人

事管理のほか、人事異動作業等に活用しており

ます。システム開発に当たっては、各任命権者

で共同で進める必要があることから、開発に係

る経費は任命権者ごとの職員数により案分して

負担することとしております。

現在の人事管理システムは、平成１０年に開

発したシステムがベースとなっており、平成２

２年に一部機能拡張などの改修をしているもの

の、開発後既に約２０年が経過し、セキュリテ

ィーの向上や処理スピードの高速化などが課題

となっております。こうしたことから、来年度

これらの課題解決を図るため、現行システムを

改修したいと考えております。

一方、人事評価制度が平成２８年度から導入

されておりますが、この評価事務がシステムと

リンクしていないため、今回の改修にあわせて

システムの中に取り込むことで、人事異動作業

など効率的な人事管理ができるようにしたいと

考えております。

吉冨税務課長 申請による猶予制度についてお

答えします。

２８年度に創設された納税者の申請に基づく

換価の猶予制度でございます。県といたしまし

ては、創設された制度について、ホームページ

への掲載をしたほか、リーフレットを窓口に設

置し、納税相談の際に納税者へ交付するなど、

周知を図っているところでございます。

２９年度は、申請による換価猶予は２件ござ

いました。職権による換価猶予は２４件行いま

した。

次に、督促状、催告書の発付数についてでご

ざいます。

徴収強化の取組により、督促状は前年度より

微増となっているものの、催告書の発付件数は

年々減少してきておりまして、２８年度は督促

状が６万６，９８４件、催告書は５万５，８５
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４件を発付しております。

なお、２８年度の滞納処分、差し押さえ件数

は２，１５４件で、２７年と比べて２０６件の

増となっております。以上です。

次に、不正軽油の関係を説明させていただき

ます。

どのような事案があったのかという御質問で

した。不正軽油の事例というのは、知事の承認

を得ずに軽油と灯油とを混和して製造した不正

軽油を販売する行為と、灯油、重油を、Ａ重油

を、自動車、軽自動車、ディーゼル車の燃料と

して使用する行為が多いものです。

大分県では、２９年度については事案はあり

ませんが、２８年度に軽油と灯油を混和した製

造油を自動車の燃料として使用した案件が３件

ございました。

３番目の、出国税についてでございます。

３０年度の税制改正により、観光促進のため

の税として、国際観光旅客税が創設されており

ます。新税は国税であり、３１年の１月７日以

降の出国者に対して出国１回につき１千円が課

税されると。この増収額は、国の試算では初年

度に６０億、平年時で４３０億円となる見込み

でございます。なお、地方への配分はないこと

となっております。以上でございます。

堤委員 どうも。人事管理システムのほうです

けども、人事評価を連結させるという話でした

けども、これは給与等にも反映するようなシス

テムになっているのかということが一つね。

それと、働き方改革のほうで、パソコンのオ

ン・オフで超勤時間を把握されると。当然この

庁内だけど、それで結局残業代っちゅうんかな。

それとのリンクはするのかどうか。つまり、そ

の残業時間でもう人件費の中で残業代がいくら

というふうにすぐ計算できるのかどうか。シス

テム上ね。それは完全に別なのかどうか、ちょ

っと分かりませんので、教えてください。

藤原総務部参事監兼人事課長 評価事務に関し

て、当然評価結果は給与に反映されることにな

りますが、この人事管理システムで給与とリン

クしているかということは、それはまた別のシ

ステムになります。

２点目でございますが、超勤時間数はそれぞ

れ毎月決まった、実際に行った超勤時間数を把

握とすることになりますんで、その超勤時間数

をもって給与に反映をさせるという仕組みにな

っております。

堤委員 超勤の部分で、つまり最後のほう、シ

ステムでパソコンのオン・オフでから一元管理

をするじゃないですか。つまり、それによって

超勤時間って大体分かりますわね。それと結局

その残業代というのがリンクをするのかどうか、

それとも全然別のシステムとしてするのかとい

うところ。

藤原総務部参事監兼人事課長 開発を行う超勤

の退庁時間で超勤時間数が正確に把握をされま

すので、その超勤時間数をもって給与に反映を

するということになります。

尾野総務部長 補足をいたします。パソコンの

稼働時間の把握は、これはあくまで補完的なも

のですので、超勤はもう命令時間で決まります。

ただ、乖離がある場合には、その命令時間を補

正をする、是正するという措置を講じます。そ

れで超過勤務手当に反映すると。そういう仕組

みであります。

桑原委員 総務部予算概要２３ページ、職員の

働き方改革推進事業について質問いたします。

ＩＣＴの活用による働き方改革には賛成なの

ですが、この事業は、ＩＣＴの活用により職員

の勤務時間の適正管理と在宅勤務制度の整備を

行うとのことでありますが、根本的な問題とし

て、職員業務の効率化が図られなければ、目的

としている、職員が健康的に能力を最大限発揮

できる職場環境の構築は実現できないと考えま

す。勤務時間が減っても仕事がたまっていくだ

け、もしくは仕事を持ち帰る。在宅勤務ができ

ても、パソコンの入力作業くらいしかできない

のではないかとのことです。この事業には、業

務の効率化という観点は考えられていないのか

についてお聞きします。

加えて、ＩＣＴを活用して効率化を重視した

働き方改革をするというのであれば、クラウド

活用による共同作業が実現できるようにすべき

だと思いますが、これが現在どの程度できてい
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るのか、また今後の推進についてどのように考

えているのか、見解をお願いいたします。

また、予算概要１９ページ、文書管理システ

ム改修事業費について御説明ください。

藤原総務部参事監兼人事課長 お尋ねの件は、

通信機器等使用賃借料４８７万２千円のことと

いうことで、御質問でよろしいでしょうか。

当事業に計上している通信機器等賃借料４８

７万２千円は、育児や介護により時間的制約の

ある職員の柔軟な働き方を支援するため、在宅

勤務を行う職員が使用する貸し出し用タブレッ

ト型端末２０台分のリース費でございます。当

事業は、２９年度からの継続事業であり、現行

の在宅勤務システムは、昨年１１月の改修によ

り、貸し出し用端末を活用することで利用環境

は格段に向上し、庁内にいる場合と同程度の業

務が可能となりました。利用している職員から

は、通勤にかかっている時間を有効に活用する

ことができたなどの意見もあり、業務の効率化

が図られていると考えております。

幸行政企画課長 私のほうからは、クラウド化

の部分についてお答えいたします。

ＩＣＴそのもののクラウド化については、商

工労働部情報政策課が所管しておりますけれど

も、県庁のクラウド化についての御質問でござ

いました。平成２５年度から計画的に進めてい

ると伺っております。運用コストとか、あるい

はセキュリティーの確保、こういったものを勘

案しまして、システムが全部で２５９あります

が、そのうちの７２のシステム、これについて

クラウド化の対象として、本年度中に完了する

というふうに伺っております。以上でございま

す。

石松県政情報課長 文書管理システムの改修事

業内容についてお答えいたします。

この事業は、私ども職員が日々パソコンで起

案や決裁、そういった文書事務を行っておりま

す。このシステムの改修を行うものでございま

す。

現行のシステムは、平成２１年に開発し、以

来９年が経過しております。新年度、商工労働

部では、ウィンドウズ７からウィンドウズ１０

へのパソコンの更新を検討しております。その

ため、文書管理システムもウィンドウズ１０へ

の対応、それからまた、元号対応の必要がござ

います。開発当初の平成２１年度に比べまして、

システムで処理される電子データは約１．８倍

に増大しております。これを支障なくスピーデ

ィーに動くよう改修をしたいと考えております。

また、県民の方の問い合わせに少しでも早く

対応するために、文書の検索機能を充実する改

修をしたいと考えてございます。以上でござい

ます。

桑原委員 委員長、すみません、これ再質問に

入れないでいただきたいんですけれども、一番

最初の答弁、全然的外れで、これちゃんと、県

職員の働き方改革推進事業について……。

毛利副委員長 事業内容の説明をしていただい

た。

桑原委員 業務の効率化という観点が入ってい

るのかということについて質問しているんです

けど。

毛利副委員長 もう一度、藤原人事課長。

藤原総務部参事監兼人事課長 大変失礼しまし

た。２本ほどございますが、最初のほうの委託

料に関しては、今回勤務時間を客観的に把握す

るシステムとして導入する経費でございますん

で、勤務時間を正確に把握することによって、

最終的には業務の効率化ということが図られま

すんで、そういう認識で計上をしております。

システム導入することによって、職員個人個人

の正確な勤務時間を把握し、それをもって超勤

時間の縮減、それから業務効率化につなげる人

員配置等につなげていくというシステムでござ

います。

桑原委員 職員がみんな、だらだら仕事してい

るんであれば、この時間を制限するというのは

有効に働くかもしんないですけども、一生懸命

仕事しているんであれば、その時間を制限して

も、その仕事が残っていくだけ、家に持ち帰る

と。そういうことが起こるんじゃないかって僕

は言ってんですよ。だからそういう観点もこれ

から入れるべきだと思います。

今、クラウドを利用して共同作業のことにつ
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いて御答弁いただきましたけど、こういうとこ

ろをまさにやっていくのが業務の効率化に資す

ると思います。すみません、これ、文書管理シ

ステム、僕、勘違いしていたのかもしんないん

ですけど、今、幸課長がおっしゃったのは、こ

れはサイボウズガルーンのことですかね。

（「・・・です。情報政策課が・・・」と言う

者あり）なるほど。あのね、平成２７年４月か

ら全職員向けのそのグループウエアとしてサイ

ボウズガルーンというのを導入していて、当時

の商工労働部情報政策課のｸﾄﾞｳ課長が、今後の

大きな課題はシームレスな情報共有をどれだけ

進められるかです。政策を実現していくときに

特定の部署で決めていくという時代は終わりま

した。部署を横断した議論を支えるために、よ

り使いやすい情報共有ツールを提供していきた

いと考えていますという発言があるんですね。

こういう全庁に関することっていうのを、この

職員の働き方、そういうところは、この商工労

働部が担当するんですか。私はこれは総務部が

音頭をとってやるべきだと思うんですけど。

幸行政企画課長 私から、ＩＣＴの全庁的な進

め方ということでお答えしたいと思います。

本県には大分県電子県庁推進本部というのが

ございまして、その中で、ＩＣＴの利活用によ

る業務の効率化を検討する、そういったものの

部会が設置に上がっています。今般、このよう

な働き方改革という課題もありますので、業務

の効率化については、改めてその中にまた作業

ワーキンググループというのも設置して、全庁

的なＩＣＴの推進をするということになってお

ります。以上でございます。

桑原委員 このグループウエア、サイボウズガ

ルーン、ちょっと調べていただきたいんですけ

れども、これでそういう共同作業とか実施した

ら、本当に行政の効率化のみならず、縦割り行

政の弊害を是正するためにも使えると思います。

今回の予算案を見ていると、有機的に連携すれ

ば相乗効果が出そうな事業がばらばらに策定さ

れている事例を見かけます。こういうことは本

当に総務のほうでしっかりと音頭をとってやっ

ていただかないといけないのかなと。このグル

ープウエアは共同作業を目指しているのに、総

務部と商工労働部さえ、そういう認識の違いと

いうことは、共同、同じ考え方を共有できるよ

うな形になっていないのかなとちょっと不安に

思っております。そこをしっかりと、働き方改

革の本当の肝っていうのは、業務の効率化をし

っかりと図ることも非常に重要だということを

考えていただいて進めていただきたいと思いま

す。

あと、もう１点、もう要望にとどめますけれ

ども、このＩＣＴを用いた庁内の職員のやりと

りというのも進めるのは必要ですけども、ちな

みに、この行政と議員の情報共有っていうのは

全くできていません。もう紙の資料ばっかりで。

我々も各事業の資料を請求するんですけれども、

それも、定例会前になると議会事務局に行って、

それぞれ部局からもらって、それを見てという

ことなんですけど、もし、こういうツールを利

用して議員がそこにアクセスして見れる資料が

あったら、そういうことを、煩わしいことをす

る必要がなくなるんです。そういうこともちょ

っと考えていただければと思います。終わりま

す。

守永委員 これまで質問された方々と重なる部

分になってくるんですけども、まず総務部予算

概要の２３ページの県職員の働き方改革推進事

業費に関してなんですが、これは委託料として、

職員が心身ともに健康で能力を最大限発揮でき

る職場環境を整備するため、勤務時間を客観的

に把握するシステムの開発、導入に要する経費

というふうに組まれていますけども、このシス

テム開発の、そして導入のスケジュールについ

て、それとあわせた働き方改革そのものの進め

方のスケジュールについて伺いたいと思います。

それと、同じ２３ページの人事管理システム

再開発事業費については、一元管理するシステ

ムの再開発とあるんで、何か工夫をしていくの

かなと思いながら、さきほど説明があった中で

は、スピードなりセキュリティー、そういった

ものの改良というふうなことだったんですが、

人事管理という観点で何か工夫されるところが

あるのかどうか、もしあれば教えてください。
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藤原総務部参事監兼人事課長 まず、１点目の、

スケジュール等についてお答えいたします。

勤務時間管理システムの導入に向けては、２

９年度３月補正予算において債務負担行為の承

認を受け、今月中に契約締結を予定をしており

ます。今後は、委託業者と詳細に打ち合わせを

行いながら、基本設計、詳細設計を行い、８月

から本運用を開始する予定としております。

県庁の働き方改革については、本年度中に職

員行動指針を策定し、来年度からこの指針に基

づき、管理監督者の責務や職員の心構え、勤務

時間を縮減するための具体的な取組などを、部

長会議や管理者会議、職員研修などの機会を通

じて周知徹底を行うこととしております。

また、働き方改革を進めるためには、勤務時

間の管理とあわせ、まずは業務効率化を進める

ことが必要なことから、スクラップ・アンド・

ビルドを徹底し、無駄な業務を廃止するほか、

現場業務におけるタブレット端末の活用や、災

害現場におけるドローンの活用など、ＩＣＴの

導入も積極的に進めていくことになります。

それから、２点目の人事管理システムの再開

発に向けての留意点でございますが、主なポイ

ントは、さきほど言いましたように、非常に処

理スピードが現システムは遅いというものを業

務効率化に向けて改善をしていくということが

大きな点でございますが、人事評価制度、それ

からほかの定数関係の部分についても、人事管

理システムの中で全てリンクできるような形で

機能を充実してまいりたいというふうに思って

おります。

守永委員 ありがとうございます。

まず、最初の働き方改革に関連するシステム

開発については、８月から運用を開始というこ

とですから、８月以降に実態把握が始まるとい

うふうに理解していいのかなというふうに受け

とめたんですけども、それから実態を把握した

上で、何が縮減できるのか、どういう効率化が

図れるのかということを並行して検討していく。

多分職員の皆さんでお互いにそういった作業を

しながら、どういうことができるのかという議

論が始まっていくんだろうとは思うんですが、

やはりその中で、パソコンできちんと実態が把

握できるのかというのが非常に気になるところ

でもあります。パソコン作業がごく全体の勤務

労働環境の中でわずかな時間でしかないという

職場もあるはずですから、そういう現場を抱え

ている職場での実態把握というのはどういうふ

うにその実態把握していくツールを検討してい

くのか、考えがあればお示しいただきたいと思

いますし、ぜひその辺のカバーをきちんとでき

ないと、全体としての効率化が図れるものじゃ

ないというふうにも思います。

それと、人事評価の部分については、システ

ム的にまだちょっとイメージがうまく頭に浮か

ばない部分はあるんですけども、今、人事評価

を各班の総括さんがしている状況があるんだろ

うと思っているんですが、実際問題、事務分掌

での担当も持ちながら人事評価もする。さらに

は働き方改革で超勤管理も、それぞれの班のメ

ンバーの業務内容を把握しながら、管理してい

くというのは、非常に酷じゃないかなというふ

うにも思っています。その辺については、何か

検討するところがあるんでしょうか。

藤原総務部参事監兼人事課長 まず、現場で行

う職員の勤務実態の把握ということに関しては、

パソコンを通常使用していないという場合には、

これまでの所属長による確認ということを徹底

していくということになります。

それから、２点目の人事評価の分に関してな

んですが、班総括の負担ということに関しては、

確かに職員団体との話し合いの中でもよく出さ

れます。この点に関しては、各班を、これまで

大くくりにしていた班を二つに分けるとか、そ

ういうことで班を分割し、目配りを行き届くよ

うにするといった組織的な対応もしているとこ

ろであります。

守永委員 ありがとうございます。ぜひ超勤全

体については実態が把握できるように工夫を凝

らしていただきたいというふうにお願いしたい

と思いますし、また班総括の評価のあり方につ

いては、やはり事務分掌そのものをきちんと注

意する中で、班総括が負担がかからないような

形の工夫をぜひお願いしておきたいと思います。
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以上です。

衛藤委員 総務部予算概要の５６ページ、市町

村「創生人材」育成事業についてお伺いします。

県と市町村の人事交流は、近年大幅に増加を

していただいておりますけども、平成２９年度

の実績と、平成３０年度の交流予定内容を教え

ていただけませんでしょうか。

それと、すみません、ちょっと通告にはない

んですけど、追加で２点あるんですけど、よろ

しいですか。（「はい」と言う者あり）

一つ目が、概要の２３ページ、県職員の働き

方推進事業費なんですけども、多分これの契機

になったのが、さきの過労死だと思うんですけ

ども、過労死が発生した際に、民間事業者であ

れば普通は労働基準監督署からの立ち入りとか

指導、ペナルティー、そういったものがあると

思うんですけども、今回県庁でこれが発生した

際には労働基準監督署からどのような立ち入り

指導、ペナルティーがあったのかということを

教えていただきたいのと、それがこの働き方推

進事業費の中にその指導なりがどのように反映

されているのかというところを教えていただけ

ませんでしょうか。

そして、次が、マイナンバーについて。

事業予算の概要を拝見すると、マイナンバー

管理費用が全く上がっておりません。当初、マ

イナンバーを導入した際には、利用者の利便性

をどんどん上げていきたいというようなお話が

ありました。

先日、私が市役所に行って印鑑証明をとろう

としたら、市役所の印鑑登録カードというのが

いるらしいんですけど、そのとき持っていなく

て、マイナンバーを持っていたんですね。身分

確認、これ以上ない身分確認なんで、これでい

いですかって言ったら、それじゃだめですって

言われました。これじゃマイナンバーの意味が

ないんじゃないのかなと思ったんですけども、

この利便性を高めるために市町村への指導も含

めて、県としては導入後どのような活動を、ど

うやって利便性を高めてきたのか、この点を教

えてください。以上です。

山田市町村振興課長 私のほうから、２点答え

させていただきます。

まず、１点目は、平成２９年度の人事交流の

実績、それから３０年度の交流予定ということ

で、県と市町村の人事交流の一環として行って

おります市町村実務研修生の状況についてお答

えをいたします。

今年度、平成２９年度は、昨年度の１６人か

ら７人増加しまして、５８市町村時代を含め、

過去最高の２３人となっております。

研修内容といたしましては、職場におけるＯ

ＪＴに加えまして、毎月開催する集合研修や１

年かけて取り組む政策研究等を行いました。そ

の結果、実務研修生からは、県全体を見渡すこ

とで視野が広がり、幅広い人脈ができた。ある

いは、政策研究を通じて先進地の状況に触れ、

知識を深めることができた等の声が寄せられて

おります。

来年度は１４市町村から申し込みを受けてお

りまして、２１人の実務研修生を受け入れる予

定になっております。

今後とも引き続き実務研修制度の充実を図っ

てまいりたいと考えております。

２点目のマイナンバー制度の利便性の向上に

ついてお答えいたします。

マイナンバーの利便性の向上につきましては、

普及がなかなか進んでいないということで、今、

３０年２月末現在で大分県内９．３９％、全国

が１０．６８％でありますので、大体全国中位

なんですけども、カードの普及を、交付率を高

めていくということが重要ではないかと。カー

ドを持っていないことにはなかなかその利便性

を享受するための手段がないというようなこと

もございます。ただ、裏腹に、その利便性を実

感できないとカードを申請しようという気持ち

にもならないということで、県といたしまして

は、マイナンバーの利便性を向上するために、

子育てワンストップサービスといいまして、マ

イナポータルというサイトを設けまして、マイ

ナンバーを使って子育てに関する手続を電子申

請でできるように、そういうシステムを整備し

て全市町村で既にスタートしております。

それから、さきほどの印鑑登録証明の話もご
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ざいましたが、コンビニ交付サービスといいま

して、全国のコンビニエンスストアでマイナン

バーカードを使えば、住民票の写しとか、印鑑

登録証明とか、そういったものが手軽に交付し

てもらえると。そういうサービスを佐伯市が平

成２８年３月に１番手でスタートしております

けども、今年に入りまして、中津市、日田市、

国東市、こういった市が既にこのコンビニ交付

サービスをスタートしております。カードがな

いと使えないという問題があるんで、こういう

ものを積極的に皆さんに知らせて周知していっ

て、カードがあれば、これはその大分市の人が、

例えば福岡とか東京に行っても、そこのコンビ

ニでそのカードを使って自分の住民票でも印鑑

登録でも交付をしてもらえると。そういうこと

で、非常に利便性が高まるきっかけになると思

いますので、こういったものをどんどん進めて、

マイナンバーの活用促進を図ってまいりたいと

考えております。

藤原総務部参事監兼人事課長 現職死亡が起き

たときに、労働基準監督署から立ち入りによる

指導等というものについては、直接ございませ

んでしたが、私ども現職死亡が起きたというこ

とに対しては非常に反省をしております。この

ときに、超勤時間と実際に退庁した時間に乖離

があったということが判明し、厚生労働省のガ

イドラインに沿ってパソコンによる的確な把握

という基準に沿って、今回の退庁時間が的確に

把握できるシステムを導入したいというふうに

考えております。

衛藤委員 すみません、人事交流のところは、

できれば出し入れ両方知りたいんで、受け入れ

ている部分とこっちから出している部分、後で、

すみません、資料の要求をさせていただければ

と思います。

それと、今、非常に労基署からの立ち入り指

導は全くなかったというのを聞いて驚いたんで

すけど、民間企業の感覚からしたら全く信じら

れないことなんですけど、全くないんですよね。

ちょっとこれはまた後で詳しく話を聞かせてく

ださい。

それと、マイナンバーについては、やっぱり

普及が進まないのは、利便性が低いからだと思

います。まずはこの利便性を最優先して進めて

いただけるようにお願いいたします。

じゃ、資料要求よろしいでしょうか。

毛利副委員長 ただいま衛藤委員から、県と市

町村との人事交流に関する資料要求がありまし

た。

お諮りいたします。ただいまの資料を委員会

として要求することに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

毛利副委員長 御異議がないので、ただいまの

資料を要求することに決定いたしました。

執行部はよく調整の上、速やかに提出願いま

す。

その、今の質問。

藤原総務部参事監兼人事課長 県の場合に、ま

だ三六協定というのが締結をされておりません。

今回の現職死亡、そういったものの反省の上に

立って、３０年度から三六協定を、大変遅くな

りましたが、県と職員団体と締結をするという

運びになります。そういった経緯もあって、労

働基準監督署から特に立ち入り等の指導がなか

ったというふうに考えております。

尾野総務部長 補足をいたします。

三六協定、労働基準法に基づく三六協定であ

りますけれども、いわゆる現場作業がある事業

所、例えば振興局でありますとか、土木事務所

でありますとか、そういうところは必要という

ことで、今年度中に、今、締結に向けて動いて

おります。

一般的に公務職場にはその三六協定は適用さ

れません。今回、亡くなった職員の部署につい

ては、そうした超過勤務時間の上限を設定する

ような協定というのはそもそも結ぶ必要がない

というような場所でもありました。そこは申し

添えておきます。

毛利副委員長 衛藤委員、よろしいですか。

（「今の・・・・」と言う者あり）いいですか。

よろしいですね。（「いや、はいじゃない」と

言う者あり）いやいや、もう３回目になります

から。もう２回だ。（「もう一回」と言う者あ

り）もう一回。
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衛藤委員 さきほど公務職場は一般的にないと

おっしゃったんですけど、民間企業であるとこ

ろいっぱいありますよ。私、同じような職場環

境でやっていましたけど、三六協定の対象でし

たし、そういうところいっぱいあるんで、一般

的っていうのはちょっと違和感を感じるんです

けれども、そもそもその一般的だと、今回結ぶ

必要もないですよね、それは。

尾野総務部長 公務、公用の公務、公務職場に

つきましては、例えば災害の対応とかある関係

で三六協定の適用がないということです。

ただ、今言いましたように、現場の土木事務

所、こうしたところについてはその適用があり

ますので、今回、今、協定を結ぶようにしてお

ります。公務、一般的な公務の職場については、

三六協定適用がないということであります。

小嶋委員 ２点ありますが、１点目は、さきほ

ど来話にあります文書管理システムの改修事業

費ですね。これは中身につきましては御説明が

あったので、その中身についてはいいんですが、

１点だけ、委託先とか委託に関する考え方の、

入札等でこういうものについては行うのかとい

うことについて教えていただければと思います。

もう１点目は、２３ページの、さきほど来お

話がありますように、県職員の働き方改革の推

進事業です。ＩＣＴの活用による在宅勤務の試

行実施の内容。さきほどの説明では継続事業だ

というふうにおっしゃっていました。継続であ

るにしては、予算としては昨年の実績がないの

で、これどういうふうになっているのかという

ことが一つと、これは要望が職員団体あたりか

らあったのか、職員団体からはないのかもしれ

ません。職場からそういうＩＣＴ使った在宅勤

務の試行実施したらどうかという要望があった

かということと、それから、今、継続という話

ありました。何人ぐらいがこれを使っているの

かということ。何人ですね。以上です。

毛利副委員長 石松県政情報課長、課長、余り

マイクを近づけると、今度聞きにくいんで、そ

の辺から大きな声で言ってください。

石松県政情報課長 システムの改修内容の詳細

ということでございました。

９年前開発いたしましたときは、約８千万か

かっておりました。今回もまた委託の形で、予

算書に計上しておりますように、三千八百数十

万ということでございます。

改修でございますので、例えばウィンドウズ

１０に対応するためのシステムの基盤や環境を

更新するといったような、言ってみればマイナ

ーチェンジのような形でございます。委託する

ということでございまして、発注に関しまして

は、今後検討してまいりたいと、発注方法を考

えております。

藤原総務部参事監兼人事課長 まず、予算の関

係ですけど、昨年の予算からこちらの働き方推

進事業のほうに移管をした関係で、昨年の分が

予算がないというふうな状態になっています。

説明に入ります。在宅勤務システムは、平成

２２年８月に導入以降、改修を行っておらず、

老朽化が進んだため、昨年１１月に、安定した

環境を提供できるように改修を行ったところで

あります。その結果、貸し出しタブレット端末

から庁内ＬＡＮにアクセスが可能となり、職場

と同程度の業務が可能となりました。利用環境

が向上したことに伴い、職員の業務効率向上に

もつながっていることから、１１月以降の利用

者は９名と大幅に増加をしておるところでござ

います。２８年度までの利用者が２名というこ

とだったんで、格段に利用率が、機器の利用が

非常に使いやすくなっているというふうに感じ

ております。

それから、介護が必要な職員においては、職

員の自宅での業務に限定していた要件を、介護

者の自宅でも可能とするなど、要件を拡大した

ところでございます。今後も状況を検証し、利

用者の拡大を図っていきたいというふうに考え

ております。

それから、要望があったかということに関し

ては、特に外部からの要望ということではなく

て、県みずから主体的に進めたほうがいいとい

う判断のもとに行っております。

小嶋委員 ありがとうございました。

さきほどの文書管理システム、ちょっと課長、

聞きにくかったんで、もう一回、一番肝なとこ
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ろが聞きにくかったんで。

毛利副委員長 発注方法についてでしょう。発

注方法は今後検討していくということです。も

っとはっきり言ってください。

小嶋委員 もう１点．９名が今使っているとい

うことのようですが、勤務管理の考え方ですね、

勤務管理の考え方。それで、多分自宅で使うの

で、働いている様子っていうのは実績主義とい

うことになるのか分かりませんけども、やっぱ

り働くという上ではガイドラインといいますか、

労働条件、労働条件というより、仕事がいつど

ういう状態の中でやられているかとか、あるい

は仕事をするときという時間帯の区分とかいう

ことをしっかり環境づくりをする上で、僕はガ

イドライン的なものが必要になるんじゃないか

なというふうに思うんですが、そういうので今

策定されたものがありますか。

藤原総務部参事監兼人事課長 将来的には、勤

務管理に関するガイドラインは当然必要だとい

うふうに考えておりますが、今現在は、さきほ

ど言ったような利用者の状況でございます。ま

ずは利用者を拡大していき、状況を検証しなが

ら、利用者を増やしていくということを考えた

いと思いますんで、将来的には勤務管理、どう

いった形での、勤怠管理も含めて、行うかは検

討課題だというふうに思っております。

石松県政情報課長 発注方法についてでござい

ます。委託でございまして、今後検討をしてま

いります。

尾野総務部長 テレワークでの緊対管理であり

ます。現在、実施している頻度が月に５日まで

にしております。月５日までです。その在宅勤

務に当たりましては、業務計画と業務報告をそ

れぞれ求めて、この時間のそのテレワークが適

正であったかということを所属長が判断すると

いうことにしております。ちょっとガイドライ

ンがないというような言い方をしましたけれど

も、適正な管理を今やっております。

毛利副委員長 よろしいですか。

馬場委員 総務部予算概要の１９ページの公文

書館運営費についてお尋ねをいたします。

県の公文書館の現状について教えていただけ

ればというふうに思っております。

先日の報道でも、代表質問でもございました

けども、旧優生保護法で強制不妊手術をなされ

た方が６６３件ということで県内でもございま

した。この優生保護審査会の資料、１９５７年

と６７年分の健康診断書と調査書が県の公文書

館にあったということも報道されておりますが、

まずその公文書館で、法的に決められている分

がほとんどだと思うんですけども、保存する公

文書の内容、それから保存する期間、それから

保存期間を過ぎた公文書がどのようになってい

るのかということについて教えていただければ

と思います。

石松県政情報課長 まず、公文書館は、平成７

年に開館しております。一義的には、県の公文

書を収集いたします。二義的には、例えば市町

村の行政資料とかも収集いたします。今の公文

書館は、明治以降の例えば県会の議事録でござ

いますとか、市町村合併に関する文書など、そ

ういった県民共有の財産といいますか、歴史的

資料として重要な公文書を収集し、保存をいた

しております。

また、今でありますと、県の各所属が保管し

ている紙、または電子の公文書につきまして、

保存期間が経過し、廃棄予定となったものの中

から、県の重要な施策等、公文書収集基準に基

づき、選別を行ってございます。

公文書館は、基本的に保存期間というのは設

定はしておりません。ただ、例えば昭和２０年

代の文書等でありますと、非常に紙が劣化した

りいたしますので、そういった防止のための処

置を、劣化防止のための処置を行いまして、書

庫において保存をしております。以上でござい

ます。

馬場委員 ありがとうございました。そうする

と、今度の１９５７年と６０年分の優生保護審

査会の資料が、たまたま公文書館にあったとい

うのは、どういう理由であったんでしょうか。

石松県政情報課長 明確な理由は分かりません

けれども、昭和３０年代、４０年代であります

と、そういった公文書を当時の県立図書館のほ

うに引き継いでおりました。県立図書館に引き
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継いだものが、現在の公文書館のほうにも引き

継がれております。以上でございます。

毛利副委員長 よろしいですか。

土居委員 私からは２点お伺いします。

まず、予算概要書の２３ページの職員研修費

です。

さきほど衛藤委員のほうからの質疑で、市町

村職員との人事交流の実態はよく分かりました。

今度は、大分県の自治人材育成センターである

研修の模様をちょっとお聞かせください。ここ

でやっている管理職の研修とかではなくて、職

員の皆さんに応募するというか、募集型の研修

で、平成２９年度の実態、どういうニーズがあ

って、どういうニーズが低かったのか、お聞か

せください。

そして、３０年度の計画をどのようにして計

画したのか、お伺いします。

２点は、４１ページです。地方税電子化推進

事業費です。

平成２９年度の当初予算額は約１，８００万

円で、３０年度は３，１００万円と増額してお

ります。この増額の理由をちょっと教えてくだ

さい。

藤原総務部参事監兼人事課長 職員が希望して

受講する研修、これが議員御質問の募集型研修

ということですが、２９講座あり、全体の定員

６４１人に対して５７９人が受講しておりまし

て、受講率は９０．３％であります。

研修メニューについては、受講直後のアンケ

ート調査や、一定期間経過後に行うフォローア

ップ調査などに加え、各部主管課長で構成する

研修推進協議会においても、新たな行政課題に

対応した研修であるかなどの視点から議論し、

見直しを行っているところであります。

２９年度の実施研修で特に大きな見直しはご

ざいませんでしたが、２８年度まで実施し、２

９年度で廃止したメニューとして、政策立案の

ためのマーケティング研修と。これは平成１７

年から長いこと実施してきた分でありますが、

近年ニーズが減少してきたことから、２９年度

に廃止を行ったというものであります。

また、昨年から人事評価結果を人材育成に生

かすため、評価結果から職員に求められる能力

を分析し、職員研修と連携をさせております。

３０年度に関しては、班の中における組織力強

化が求められていることから、係長級職員リー

ダーシップ力向上を図るため、フォロワーシッ

プ研修を新設することにしております。以上で

あります。

吉冨税務課長 地方税電子化推進事業費につい

てお答えいたします。

２９年度にございました自動車保有関係手続

に係るワンストップサービス、ＯＳＳの導入に

係る開発経費が２９年度で終了いたしまして、

その運用に係る経費をこの地方税電子化推進事

業に持っていったものです。そのためにこの形

になっております。以上でございます。

毛利副委員長 土居委員、よろしいですか。

以上で事前通告者の質疑を終了いたしました。

ほかに質疑のある方は挙手を願います。

河野委員 すみません、超過勤務の問題につい

て、現状の把握についてお伺いをしたい点があ

ります。

いわゆる働き方改革を進める上で、現状の認

識という部分がどうなのかということが大きな

前提になろうかと思うんですけれども、特にサ

ービス残業というものが公務部門に存在するの

か、その実態はどうなっているのか。いわゆる

超過勤務の届け出をしない残業、それからいわ

ゆる持ち帰り残業、こういったものが現実に行

われていないのかどうなのか。それを把握、実

態をどのように把握しているのか。そういった

ものが本当にないのかどうか。民間ではまこと

に大きな問題となっている部分であります。

そこで、さきほど出ましたテレワーク等につ

きましても、一定の要件で、事前申請があって

認められた人だけなんですけれども、現実の話

をしてみれば、資料作成等具体的な業務を持ち

帰ってやっている方は結構いらっしゃるんじゃ

ないかというふうに思います。思いますという

か、そういうのを見聞きしております。そうい

った部分で、いわゆる超過勤務手当の対象とな

らないそのような業務については、個人の都合

であるからという形で、いわゆる賃金の支給対
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象になっていないということもあろうかと思い

ます。あえてそれを実態把握するということに

ついては、賃金の支払い義務を認める形にもな

って、やりにくいかという気もするんですが、

そういった現実のいわゆるサービス残業につい

て、公務職場がどうなのかという部分について

は、どのように把握を進めていらっしゃるのか、

まずお伺いしたいと思います。

藤原総務部参事監兼人事課長 超勤時間の仕組

みについては、事前命令、事後確認ということ

で努めておりますんで、その中でサービス残業

というものはあってはならないというふうに思

っておりますが、実際には非常に忙しくなると、

命令時間と退庁時間との間に乖離が生じるとい

う実態は否めないというふうに思っております。

もう一つ、持ち帰り残業の点に関しては、公

務上、簿冊の持ち出し、データの持ち出し等に

ついては厳しく禁止されておりますんで、そう

いったものは実際にはないというふうに認識を

しております。

こういったことから、今回勤務実態を正確に

把握するというシステムを導入し、サービス残

業のない正確な勤務実態の把握に努めていきた

いというふうに思っております。

河野委員 そういう答えだろうと思っておりま

したけども、現実の姿としてみれば、いわゆる

打ち出しをした紙ペーパーの資料をもとに、さ

らにそれをまとめる形の資料作成等の業務って

いうのは日常的に持ち帰られているというふう

に認識をしております。そういった部分につい

て、いわゆる勤怠管理というものが厳格化すれ

ばするほど闇の中に隠れていく。それが超勤時

間、実質的な超勤時間のつながりになっていく。

これは民間のいわゆる過労死の問題でも、そこ

がクローズアップされてきているんだと私は思

っております。その辺が、なかなか公務職場の

中であらわにならないという部分について、非

常に大きな問題かなと思いますが、その辺は今

の御認識のとおりで、今後見直す予定はないん

ですね。

藤原総務部参事監兼人事課長 今の認識のもと

で、今回客観的な勤務時間を把握するシステム

を導入し、実態に合わせていきたいというふう

に考えております。

毛利副委員長 よろしいですか。

麻生委員 概要の１ページについてであります

が、今議会、代表質問や一般質問等々で、安心

・活力・発展プランについての目標指標の見直

し等々は上乗せ目標に変更したとかいったよう

なお話があるわけでありますが、そういった部

分について、総務部が一番最初で筆頭でありま

すんで、総務部にかかわる部分でその目標の見

直し部分があるのかないのかお示しいただくと

同時に、これから審議するに当たっての各部局

冒頭に、そこの部分しっかり説明をした上で、

予算の中身の説明に入っていただくことをまず

１点お願いします。

それから、２点目、２４ページであります。

職員厚生費に関しての各種施策についての予算

計上がなされております。県の職員さんが率先

垂範して健康維持、あるいは働き方改革等々を

やっていただくことが求められているわけであ

ります。特に今年は、食育推進全国大会大分大

会も開催されるというようなことの中で、対症

療法、悪くなって対処するということよりも、

予防を中心に行動を変えていくということが必

要になってこようかと思うんですが、例えば健

康診断にしても、お口の健康、例えば歯医者に

口のクリーニングに、先進国は３か月に１回唾

液の検査をした上で、３か月に１回とか半年に

１回とか１年に１回とか、そういうような予防

中心のやり方に変わっていっている。職員厚生

費の構造改革をして、予防中心という形、心の

ケアも含めて、そういったことが必要ではない

かなと思っておりますんで、そういった抜本的

な部分の少しずつでもやっていかないといけな

いと思うんですが、その構造改革についての基

本的な考え方とか、苦慮している点があればお

示しください。

藤原総務部参事監兼人事課長 職員厚生費の中

に心の健康事業費というのを計上しております。

これは、特に心の不調に対する早期発見という

もので対応しておりますが、具体的には、職場

で心の不調の悪くならないうちに組織的にメン
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タルヘルスの心構えを習得した上で、上司が早

く気づくと。職員の不調に気づくというふうな

観点から、メンタルヘルス研修、班総括を対象

にしたメンタルヘルス研修や、所属長に次ぐ統

括推進員という立場にある職員に対して、メン

タルヘルス研修などを行い、早期発見、早期対

応につなげております。

幸行政企画課長 私のほうから、ＫＰＩの見直

しということがありましたので、お答えいたし

ます。

総務部としては、所管している政策そのもの

がないので、直接的にはないんですけれども、

１ページに書いていますように、行財政改革の

部分については、全体の長期総合計画の中で行

革の着実な推進ということでございます。行財

政改革アクションプランそのものは、２７年度

策定して、その都度進捗状況をしていますので、

さきほどおっしゃられたものについては、各所

管、政策、あるいは施策所管において、しっか

りやっていくということになろうかと思います。

以上でございます。

麻生委員 これから各部局の審査を行うに当た

って、冒頭にしっかり説明をしていただくこと、

そちらのほうからも各部局に通達を出しておい

てください。お願いします。

それから、健康と。心に限った答弁でありま

したが、健康を含めて全てにおいて率先垂範と。

県庁の職員さんがやっぱり見本となるような形

のありとあらゆる部分の構造改革いう部分につ

いての考え方について、しっかりと対処、アン

テナを高く張って、もっと早くスピーディーに

やっていただくことを要望しておきます。終わ

ります。

毛利副委員長 ほかにございませんか。

末宗委員 ちょっと１点だけ。行政企画課で、

私、持論なんですけど、総務課っていうのが県

庁であんまりなくなってから各行政企画課とか、

政策企画課とか、その二つの違いがいまだによ

く分からないんだけど、行財政改革、それと政

策、これ一致したもんであって、分離した課が、

総務部に行政企画課、企画に政策企画課という

形であるんだけど、担当の課長としてそこらあ

たりを、今年どのような組織改編するかも含め

て、ちょっと所見を聞きたいという気持ち。

そうして、予算を見ると、行財政改革推進事

業９８万円というぐあいに、大金かどうかよう

分かりませんけど、そこらあたりを含めて、ち

ょっとよろしくお願いします。

幸行政企画課長 それでは、最初に、行政企画

費というか、事業の分がございましたので、こ

のものにつきましては、今お手元の１１ページ

にございます。そういった中では、行政情報サ

ービス通信料というのは、ｉＪＡＭＰというも

のがございまして、情報共有、これを職員でや

るというような予算が主なものでございます。

最初の御質問でございましたけれども、企画

という名前がそれぞれの組織のほうについてい

るんではないかということでございました。

おっしゃるように、総務部であれば行政企画

課、企画振興部であれば政策企画課、あるいは

福祉保健部であれば福祉保健企画課と。この辺

は、政策県庁を目標にするという意味も込めま

して、各主管課においては企画機能を強化をす

るという趣旨から、組織名において企画という

名称を用いさせていただいているところでござ

います。以上でございます。

末宗委員 課長の答弁は分かるんだけど、あの

ね、僕はあえて行政企画課と政策企画課と言っ

たのは、中身が同じなんじゃないかと。これ一

体じゃないと、行政を推進する上で、なかなか

支障が出るんじゃないかと。県庁の職員の方、

たくさんいるけど、例えば行政企画はこうする、

政策企画はこういう方針でやるというのが、結

構困るところが本当はあるんじゃないかという。

課長として実感はどうやろかなという。その実

態は、一緒にしたがいいんか、今までどおり分

けたか。名称は総務課というのがなくなったか

ら、とりあえずそういう形で残しておくのもい

いんかもしらんけど、県民は分かりにくいんよ

ね。そこらあたりを含めて、ちょっと所見を聞

きたいんだけど。

幸行政企画課長 行政企画課と政策企画課がご

ざいます。区分の仕方としては、まず政策企画

課につきましては、さきほど申し上げた長期総
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合計画、こういった部分の政策、あるいは施策

という管理の所管をして、その分についての全

体的な政策形成に事務を業務するというのが主

でございます。

他方、行政企画課につきましては、組織の分

を持っておりまして、事務事業評価というのが

ございます。そういった意味では事務事業につ

いてのをきちんとする。それと、大きな視点と

しては、やはり行財政改革というのがやはり大

きな課題としてございますので、そういった意

味では歳入歳出両面からの行財政改革のアクシ

ョンプラン、これをしっかり全庁的にするとい

うことで取り組んでいるところでございます。

毛利副委員長 よろしいですか。

ほかにございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

毛利副委員長 ほかに質疑もないようでありま

すので、これをもって総務部関係予算に対する

質疑を終わります。

なお、執行部が入れ替わりますので、しばら

くお待ちください。

―――――→…←―――――

議会事務局、人事委員会事務局、労働委員

会事務局、監査事務局、会計管理局関係予

算

毛利副委員長 これより、議会事務局、人事委

員会事務局、労働委員会事務局、監査事務局及

び会計管理局関係予算の審査に入ります。

なお、これらの事務局関係予算については、

説明を省略し、直ちに質疑に入ります。

執行部の皆さんに申し上げます。

答弁は挙手をし、私から指名を受けた後、自

席で起立の上、マイクを使用し、簡潔に答弁願

います。

それでは、これより質疑に入ります。

事前通告者は４名おります。

堤委員 どうも、お疲れさまです。用度管財課

に１点。印刷とか消耗品など、県内業者に随意

発注をしているというのがありましたけども、

平成２９年度は県内業者に何社、どれぐらいの

発注をしたのか、また、その随契の判断基準は

どうなっているかという点を教えてください。

安藤会計管理局用度管財課長 お答えいたしま

す。平成２９年度用度管財課が集中調達してい

る分といたしましては、県内に事業所を有する

事業者から随意契約で調達した物品について、

２月末時点の契約ベースでの件数と発注額は１，

０１５件、５億７，６８１万８，７７７円とな

っております。

ちなみに、集中調達以外のもの、例えば大分

市外の地方機関では、５０万円未満のものなど

が該当いたしますけれども、そういったものに

つきましては、地方機関などが原則として地元

業者から調達を行っております。

印刷物や物品の調達におきます随意契約の判

断基準でございますが、地方自治法施行令１６

７条の２第１項に基づきます大分県契約事務規

則第３３条の規定でございます。その内容につ

きましては、印刷物などの請負契約となる場合

は、予定価格が２５０万円未満、消耗品や備品

などを購入する場合は、予定価格が１６０万円

未満となっております。以上でございます。

堤委員 ２月末で１，０１５件ということで、

これ、どう言ったらいいんかな、これは全部、

早い話が、２５０万、１６０万未満の件数です

よね。全体的には、金額はどれぐらいになるか。

これ見りゃ分かるんだろうけど、ちょっとそれ

だけ教えてください。

それと、５億７千万しか書きとれんかったか

ら、ちょっとゆっくり数字を言うて。５億７千

何百というのを。

安藤会計管理局用度管財課長 それでは、全体

の調達額、全体の調達額ということでよろしい

んでしょうか。随意契約の全体、失礼いたしま

した。

それでは、随意契約の全体の契約額について

申し上げます。全体といたしましては、１，０

８９件、金額にいたしましては、６億９９６万

５，８４５円。６０９９６５８４５でございま

す。

失礼いたしました。さきほどの金額でござい

ますが、５７６８１８７７７円でございます。

木付委員 平成３０年度予算に関する説明書の

７５ページ、第１０款財産収入、第１項財産運
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用収入の第２目利子及び配当金についてであり

ますが、前年に比べて５千万余の予算を計上し

ておりますが、この積算根拠を教えてください。

それと、次に、今日の日経見ますと、新発の

１０年国債の利回りが０．０４５％と、利回り

の環境も、運用の環境もよくなっているみたい

であります。これからの基金運用のこの見込み

についてお尋ねいたします。

小石会計管理者兼会計管理局長 利子及び配当

金の額が前年度の比で５千万円以上増えたとい

うことでございますが、利子及び配当金のうち、

ほとんどが基金運用分の利子でございます。こ

の基金運用というのは、私どもの大きな命題の

一つでありまして、ある程度の成果が出てきた

かなと今思っておりまして、今回のこの質問は

ありがたく思っております。ありがとうござい

ます。

さて、この５千万増えた内容でございますが、

基金運用利子についての積算でございますが、

基金所管課ごとに計上をしております。昨年度

は、この想定利回りを０．２％で積算しており

まして、今年度は、３０年度は０．２５％で積

算しております。想定利回りということは、要

はそのときのその年度の、そのときじゃないと

また金利が分からないということで、想定利回

りということを使っております。

このように、利回りが向上して利子収入が増

えるんじゃないかという理由でございますけれ

ども、今までの既存の基金運用方針を全面的に

見直しました結果でございます。その背景は、

もう御存じのとおりでございましょうけれども、

平成２８年の１月に、日銀が金融緩和をやって

おりましたが、さらにこのときにマイナス金利

政策をとるようになりまして、そのときに預金

の金利が大幅に低下いたしました。さらに金融

機関のほうも預金の獲得意欲がだんだん減退し

てきたなという感じがしておりまして、当時、

預金につきましては、金融機関に引き合いをす

るわけなんですけれども、引き合い、入札でご

ざいます。大変低い金利になってしまったんで、

私どももこれは抜本的にちょっと見直さないと

なということにいたしました。今までの預金中

心の運用から、債権中心の運用にシフトしよう

ということでございます。

それから、期間につきましても１年から５年

持っていたのを、１０年から２０年までしよう

かなと。債権の見直しにつきましても、今まで

国債とか地方債だったんですけれども、さらに

財投機関債という利回りの高い安定したものに

切りかえようかというようなことでございます。

それで、具体的には、基金全体で１，１００

億ほどあるんですけれども、そのうちの５００

億程度は長期的に運用できるんじゃないかなと

いうふうに思いまして、５００億円程度でのポ

ートフォリオをつくったということでございま

す。

三つの柱がございまして、一つは、まず２０

年物の財投機関債、今言った財投機関債、一番

今現在で利回りがいいというやつでございます

が、これをまず買うと。これによって２０年間

同じ額の運用益が出るということでございます。

もう一つは、２０年の定時償還地方債という

のを買います。定時償還地方債というのは、通

常、満期が来ましたら元本返してくれるんです

けれども、これは毎期ごと利子とともに元金を

返してくれるというやつでございまして、金利

が上がるときにはこれをしたほうが、その都度、

戻ってきた分について再運用できるということ

で、これはいいなというのを、これもしていま

す。

それから、ラダー運用というのをやりまして、

２０年のラダー運用。ラダーというのは、毎年

定額で運用するということでございますが、こ

れをしました。

そういう、この、こういうことで、大体２０

年物を中心にしたことによって、今後２０年間

を見据えた対策ができたかなというふうに思っ

ております。

今後はこの金利の動向にかかわらず、毎年度、

今後の運用どうかというお話でございますが、

今年度、３０年度の同額以上に運用収益が確保

できるかなというふうに思っております。

なお、長期金利の低下局面などがありますと、

手持ちの債権よりもその場で売ったほうが得、
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今度は売却益も出るぞというのもございまして、

そういった場合については、債権の中途売却も

視野に入れていきたいなというふうに思ってお

ります。

基金の運用収益は貴重な自主財源でございま

すんで、安全性に十分配慮しながら、今後とも

収益の確保に努めてまいります。以上でござい

ます。

木付委員 ありがとうございました。会計管理

者、よく研究されて、運用に精通しているんで

すが、残念ながらもう今年退職ということであ

ります。

このごろ体制はどうなっているんでしょうか。

その点についてお尋ねいたします。

毛利副委員長 小石会計管理者、簡潔にお願い

します。

小石会計管理者兼会計管理局長 体制、今ほど

申し上げましたように、ポートフォリオをしっ

かり確立しましたんで、誰が来ても同じ、継続

的にできるような体制はできたと思っておりま

す。ということで、しっかりと引き継ぎをしな

がら、同じ体制、今まで以上に運用益が上がる

ように引き継いでいきたいと考えております。

以上でございます。

毛利副委員長 よろしいですか。（「はい」と

言う者あり）

守永委員 ３点というか、三つの委員会にお伺

いしたいと思うんですが、会計管理局の関係な

んですけども、予算概要の３ページ、会計管理

費の中に、金融機関窓口収納手数料というのは、

これ新規ということでいいんですかね、掲げて

あるんですが、この手数料はどのようなものか、

また新規に発生することとなった経緯を教えて

いただきたいと思います。

次に、議会事務局の関係なんですが、予算概

要の２ページに、これ議会運営費にあるんで買

ってるんだろうと思ってたんですが、この議会

運営費の中に図書館協議会負担金が４万円組ま

れてあるんですが、この協議会っていうのは全

国的な組織なのか、協議会の役割について教え

ていただきたいと思います。また、図書館の図

書購入費、これ議会運営費ではないよと後で教

えてもらったんですが、現在、書籍購入に係る

予算、どの程度組まれているのか教えてくださ

い。

あと、３点目が臨時委員会事務局の関係にな

りますが、予算概要３ページの任用関係事業費

について、公益財団法人の日本人事試験研究セ

ンターに負担金を納めているんですが、このセ

ンターの役割について教えてください。以上で

す。

小石会計管理者兼会計管理局長 私のほうから

金融機関の窓口収納手数料でございます。新規

でございますが、県の交付金、いわゆる県税と

か県の施設の使用料や手数料等でございますが、

この収納方法につきましては県の窓口でじかに

収納する場合に加えまして、金融機関の窓口で

現金収納したり、また口座引き落としとか、コ

ンビニ収納とか、そういうのがございますが、

・・・ございます。その中でのこの金融機関窓

口での現金収納事務、これにつきましてはこれ

まで無償でやっていただいておりました。実は

指定金融機関は大分銀行なんですけれども、指

定金融機関等から１０年来、有料化の要望をい

ただいておりましたが、今まではこらえていた

だいておりました。

それで、昨今の、さきほどのマイナス金利政

策になりましてから金融機関のほうも現金収納

事務に係る人件費の捻出が他の収益でカバーで

きなくなってきたという状況が生じてきたと聞

いております。そういうことも含めまして、県

の交付金の収納の相当部分、これは実はさきほ

どの収納方法いろいろありましたが、この窓口

収納は一番多いんです。そういった部分につい

て担っていただいてますので、応分の負担をと

いうことで、３０年度から負担をするというこ

とになりました。以上でございます。

酒井議会事務局長 議会図書室関係の予算につ

きまして、２点御質問いただきました。

まず、専門図書館協議会の役割についてでご

ざいます。この専門図書館とは県立図書館等、

公共図書館とは異なりまして、館長や地方議会

等の公的機関、それから研究所や美術館、博物

館等の調査研究機関、そのほか企業や団体など
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が設置運営する図書館でございまして、各県議

会の図書室もこれに該当しております。全国で

３９５のこうした専門図書館等で構成する専門

図書館協議会におきましては、専門図書館の向

上と発展に資することを目的に、図書館職員の

研修会やセミナーの開催、それから資料、情報

の交換、機関紙の発行等を行っております。本

県におきましてもこの協議会を通じて得た資料、

情報等を図書室運営の参考としているところで

ございます。

２点目の議会図書室の図書購入に係る予算で

ございますが、事務局費の事務局運営費に９０

万円を計上しております。図書の購入にあたり

ましては、議員からの要望等に基づきまして地

方創生や働き方などタイムリーな行政課題に関

するもの等、議員の調査研究に資する書籍を事

務局で選定いたしまして購入しております。本

年２月末現在の所蔵図書数は１万９，８１３冊

になっております。議員はもとより、議員の調

査研究に支障のない範囲で事務局職員、それか

ら執行部の職員、また一般県民にも御活用をい

ただいているところでございます。以上でござ

います。

下郡人事委員会事務局長 公益財団法人日本時

事試験研究センターの役割についてということ

でございます。

この法人は、本県を含めまして全国４５道府

県及び１９の政令指定都市が賛助会員となって

おりまして、地方公共団体の職員採用試験の問

題の作成や提供のほか、試験技法の開発普及、

研修会や講習会の実施などの事業を行っており

ます。大分県も、この賛助会員となることで職

員採用試験の問題の提供を無償で受けておりま

す。また、講習会への参加等も行っているとこ

ろでございます。以上でございます。

守永委員 ありがとうございます。

まず、会計管理費の金融機関窓口収納手数料

に関してなんですけども、これはマイナス金利

で収益性が非常に厳しいという状況の中ではや

むを得ないという判断をされたのだと思うんで

すが、ちなみに、手数料の見直しの期間ってい

うのは何年置きに見直しをするとか、そういう

定めがあるのか教えてください。

それと、図書館の関係ですけども、この図書

の購入費、県民の皆さんにも利用いただくって

いう視野を入れれば、議会事務局運営費の中で

っていうことなのかなと思うんですが、事務局

運営そのものも予算が非常に厳しいだろうと思

うんですが、議会運営費で扱ってもいいんじゃ

ないかと思ったりもするんですが、その辺の扱

い方の見解があれば何か教えてください。

あとは任用関係事業費については内容は分か

りました。公平公正な試験運用に役立てていた

だきたいと思います。よろしくお願いします。

小石会計管理者兼会計管理局長 窓口の手数料

の見直しの期間はというお話でございますが、

期間は特にありません。何も要望なければその

ままということでございまして、毎年度要望は

来られますんで、その都度協議しながらという

ことになります。以上でございます。

酒井議会事務局長 図書室に関しましては、こ

れを大分県議会事務局内に設けて、大分県議会

事務局長がこれを管理するということになって

おります。貸し出し、それから閲覧におきまし

ては、議員はもとより職員、それから一般県民

の閲覧、それから貸し出し等も行っております

ので、議会運営費の中のほうで賄っていくこと

については何ら支障がないなと思っております。

あっ、事務局費ですね、失礼いたしました。

毛利副委員長 よろしいですか。

二ノ宮委員 商工労働部・労働委員会の予算概

要の９５ページに１５人分の委員報酬と運営費

があります。そのことについて質疑でなく、ち

ょっと質問になるかと思いますが、昨日、春闘

の集中回答日でした。大手３％賃上げと、５年

連続ベースアップとなりましたが、これがいか

に中小企業に波及するかということが課題だと

いうぐあいに思っています。働き方改革の推進

や非正規労働者が増加する中で、労働問題を扱

う労働委員会については不当労働行為の審査や

労働争議の調整などの件数が増加し、大変お忙

しいというぐあいに思っています。先日も新人

２人を含む１５人の労働委員が決まったようで

すが、現行では公益労働者、それから使用者か
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ら各５人ずつが選任をされています。

そこで、非正規やパート、それから契約労働

者が増加し、以前とは違う労働環境が考えられ

ますが、このことを労働委員会としてどのよう

にその把握をして、それから問題点などがある

かないかについて、お聞きをします。

太田労働委員会事務局長 非正規労働者につい

てのお尋ねでございます。

労働委員会につきましては正規、非正規の労

働者の区別をすることなく常日ごろから不当労

働行為等の審査の前段階として労働相談を受け

付けており、さまざまな労働者の意見や状況を

受けとめているところでございます。

昨年は労働委員会への労働相談は１５５人が

相談に来られておりますけども、その内訳をよ

く見てまいりますと、今、委員が御指摘のよう

に非正規の労働者が半数以上を占めております。

非正規の労働者からの労働相談の割合は年々増

加傾向にあるものと思っております。

また、例年１０月と２月でございますけども、

悩まずどんとこい労働相談を実施するとともに、

雇用労働政策課の毎月の巡回特別労働相談へも

同行することにより、その場でも事案の受け付

けを随時行っているところでございます。加え

て、県と労働組合とでつくる労働相談窓口連絡

会に参加をし、労働相談を行っている労相等に

当委員会の制度の紹介や利用の助言をしてもら

うよう依頼をいたしております。

こうしたことを受け、今年度は不当労働行為

事件の２件の処理を終えたところでございます

けども、なお新規申し立てが１件、現在、審理

中となっております。さらに職員調査にはまだ

入っておりませんけども、２件の新たな申し立

てが寄せられているところでございます。

なお、問題点というわけではありませんけど

も、不当労働行為事件は裁判所と同じ準司法的

な手続であるため、非常に敷居が高く、利用が

しにくいというイメージがございますし、また

事件申請受理後に当事者が感情的になり過ぎて

和解が困難になる例も見受けられます。そうい

う抜き差しならない事態になる前の段階でのあ

っせん制度を利用して解決が図る事案も多いの

ではないかなと思っておりますので、このよう

なあっせん制度についても今後しっかり周知、

紹介をしていくことが大切だなと思っておりま

す。労働委員会としては非正規労働者を含め、

労働者の生の声をしっかりくみ上げていく必要

を強く認識しており、今後とも各種の取組を着

実に実施しながら、きめ細かな対応を行ってい

る所存でございます。よろしくお願いいたしま

す。

二ノ宮委員 詳しくありがとうございました。

国が今、働き方改革に取り組んでます。逆を

言えば、それに取り組まなければならないよう

な非正規を含めた労働環境が変わってきたんだ

というように思ってます。そのことについて、

恐らく県の中では労政課等の仕事だと思います

けど、一つ労働委員会というのは大変な権力と

いいますか、力を持っています。そういうこと

で、不当労働行為とか、今言われました労働争

議の調停など、その背景とか問題点を把握をし

て、そして労政課と一緒になって、本当に働き

やすい職場ができるように、ぜひお願いをした

いというように思っています。

太田事務局長も今回、定年だそうです。ぜひ

このことを引き継いでお願いをしたいというふ

うに思っています。以上です。

毛利副委員長 要望でよろしいですね。

二ノ宮委員 はい。

毛利副委員長 以上で事前通告者の質疑を終了

いたしました。

ほかに質疑のある方は挙手をお願いします。

末宗委員 人事委員会でちょっとお聞きしたい

んだけど、今回の質問等で出てたんだけど、公

務員の給料、手当等のパーセンテージ引き上げ

とか、引き下げとか、いろんな問題なんだけど、

公務員、民間準拠ということをうたってるんだ

けど、質問の過程で、大分県の状況はどうかと

いうことをしたら、大分県の統計はないとかい

うお話は聞いてるんだけど、人事委員会が今、

５０人以上の従業員がいるところで統計をとっ

てるわけやけど、それはどこの統括からどうい

う形で来てやってるんか。それと、それを決定

する権限は大分県人事委員会にあるんかどうか
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も含めて、ちょっと答弁をお願いします。

下郡人事委員会事務局長 お答えいたします。

私どもでは民間企業実態調査ということで、

さきほど……（「聞こえません」と言う者あ

り）

毛利副委員長 大きく、大きな声で。

下郡人事委員会事務局長 民間企業実態調査と

いうことで、５０人以上の事業所について調査

をいたしておりますが、これは国の人事院と共

同で各都道府県の人事委員会が行っておりまし

て、この事業所の選定については人事院のほう

で決定をして毎年無作為抽出で決定をしてこち

らに来ますので、それに基づいて調査を行って

いるところでございます。人事院のほうで５０

人以上の事業所について調査を行うということ

で決定をしているということでございます。

末宗委員 ・・・決定権は。

下郡人事委員会事務局長 決定権は共同で行い

ますけれども、人事院ということになると思い

ます。

末宗委員 ちょっと今、決定権は人事院、大分

県人事委員会じゃないと言うたんだね、今。ち

ょっと今、奇妙に感じたんだけどね、大分県人

事委員会でそれを決定する権限がなければ、大

分県人事委員会はいらないんだけど、間違いな

い、ちょっと。

下郡人事委員会事務局長 権限といいますか、

調査を行う権限というのか、調査を行って、大

分県の状況について報告をして勧告を行うとい

うことの権限を行使しているということでござ

います。

調査については全国的な状況も含めて判断い

たしますので、共同で行っているということで。

末宗委員 だから、どっちにあるの、大分県の

人事委員会にあるのか・・・・。

毛利副委員長 末宗委員、挙手を。

末宗委員 いえ、・・・・説明した・・・・・。

毛利副委員長 もう一度言ってください。

細川人事委員会事務局公務員課長 多分お尋ね

は、給与の決定のことでしょうか。給与の勧告、

それから報告は各県の人事委員会が持っており

ます。これは調査に基づいて勧告を議長及び知

事に行います。その決定はこの議会及び知事と

いうことになります。だから、職員の給与は議

会に諮って決定をしていると。各県の議会、知

事が提案して議会が議決をいただいて初めて職

員が給与を決定する。こういう仕組みになって

いるわけです。

末宗委員 今の説明でよく分かったんで、局長、

言葉はね、ちょっと慎重に、間違えないように

よろしく。

それで、僕の認識と一緒なんだけどね、聞き

たかったんは、これから聞くんだけど、要する

に人事院と人事委員会が５０人以上でやってる

調査なんだけど、それが僕に言わせたら民間準

拠かどうか、国民はみんな疑って、そうだとは

思ってないんだけど、それが民間準拠によって

というのと、国民のずれと公務員のずれがそこ

に生じるわけだけど、そこらあたりの感覚はど

んなふうに考えて人事委員会を運営してるんか

の所見を聞きたいんだけど。

下郡人事委員会事務局長 給与を比較する上で

は、組織の中でどういう役職があって、どうい

う職務を行っているかということで、それぞれ

民間と公務との間での合致させて、そこでの給

与を比較するということが行っているわけです

けれども、ある程度の規模が、規模って今５０

人以上っていうことで調査をしてるんですけれ

ども、それぐらいないとやはり県の職員、組織

の陣容に合致、なかなか小規模な職場ですとで

きないということもありまして、調査を５０人

以上ということで決定しているところでござい

ます。以上でございます。

末宗委員 ちょっと一言言いたいです。

毛利副委員長 これで最後になります。

末宗委員 もう答弁はいらんのだけど、５０人

以上というのが、例えば大分県にどのくらいの

比率あるかとか、そういうのは一応データとし

てとって、ある程度、答弁せんでもいいからね、

一応とって、それが本当に民間準拠になるかど

うかというのは、たまたま人事委員会の局長に

なったんだから、それくらいのことは自分の中

で吟味して、本当にこの世の中がそれで公平か

どうかっちゅうのは自分の心の中にいろんな痛
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みがあるやろうから、思うとおりは言われんか

らね、痛みがあるだろうから、そういうのを、

だけど今度は御卒業ということやから、含めて

ね、そういう本当の世の中のあり方、そういう

ものを含めてそれなりのデータを自分なりに集

めて、世の中の真実が何なのかなというのを考

えながら運営していただきたいと思います。要

望で結構です。

毛利副委員長 進めさせていただきます。

ほかに御質疑はございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

毛利副委員長 ほかに質疑もないようでありま

すので、これをもって議会事務局、人事委員会

事務局、労働委員会事務局、監査事務局及び会

計管理関係予算に対する質疑を終わります。

なお、執行部が入れ替わりますので、しばら

くお待ちください。お疲れさまでした。

―――――→…←―――――

企業局関係予算

毛利副委員長 これより企業局関係予算の審査

に入りますが、説明は主要な事業及び新規事業

に限り、簡潔かつ明瞭にお願いいたします。

それでは、企業局関係予算について執行部の

説明を求めます。

草野企業局長 では、企業局関係、御説明申し

上げます。二つの予算議案について御説明をさ

せていただきます。

代表質問でお答えしましたように、平成３０

年度から向こう１０年間を計画期間とする企業

局経営戦略を初めて作成することにいたしまし

たので、まずこれから御説明をいたしたいと思

います。お手元にお配りしております平成３０

年度当初予算説明資料の１ページ、大分県企業

局経営戦略の概要をごらんください。１ページ

です。１、経営戦略の策定の目的にありますよ

うに、今後の企業局のあるべき姿を展望し、そ

れを実現するための指針として策定するもので

す。

３の経営理念にありますとおり、大分の豊か

な水を生かし、地域を支えるという経営理念を

掲げ、さらに計画期間を「Ｒｏａｄ ｔｏ Ｅ

ｖｏｌｕｔｉｏｎ～進化のための１０年間～」

と位置づけまして、発電所リニューアル等によ

り一時的に収支状況が厳しくなることが見込ま

れておりますが、経営基盤強化のために必要な

事業を推進してまいります。

具体的には、右側上、６、経営理念実現のた

めの三つの柱にありますように、今後５０年間、

企業局が安定経営を行うための当面１０年間の

道しるべとなるよう、１、効率的・効果的な経

営の実現、２、安定的なサービスの提供、３、

地域社会への貢献、県民福祉の向上の三つの柱

に基づいて事業を実施してまいります。内容に

つきましては、後ほど平成３０年度重点事業で

御説明いたします。

続いて、資料の２ページ、１０年間の収支計

画・３０年間の経営見通しをごらんください。

まず、左側の電気事業です。上の表は１０年

間の収支計画ですが、発電所リニューアルに伴

い、一番下の行の純利益がマイナスとなる年度

が見込まれています。具体的には、リニューア

ルに係る固定資産除却費を表の下から２行目に

ある特別損失として大野川発電所の解体にあた

り平成３０年度の６億円、３１年度の４億円等、

工事期間中に計上します。その結果、一番下の

行の純利益は３０年度で４億５，４００万円の

マイナス、さらに３６年度及び３７年度は芹川

発電所のリニューアルによる赤字となる見込み

であります。しかしながら、表の下の３行目の

経常利益は、大きな渇水にならない限り、毎年

黒字となる見込みであります。

下のグラフは３０年間の収支の推移、もうち

ょっと長い期間を見てます。折れ線グラフが収

入、棒グラフが支出をあらわしています。グラ

フの下の説明文の上から二つ目に記載していま

すが、収入につきましてはリニューアル予定発

電所のうち大野川、別府及び芹川第一・第二発

電所はリニューアル後の固定価格買い取り制度、

いわゆるＦＩＴによる予定売電単価、例えば大

野川ですと２４円で試算しています。これまで

年間２２から２３億円程度でありました収入が

計画期間以降はこのＦＩＴの恩恵によりまして

年間で３０からｻﾝｼﾞｭｳﾛｸ億円と増収を見込んで

おります。
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なお、収入に年度間の動きがありますのは、

ＦＩＴで増収になる一方、他の発電所のリニュ

ーアルや、１０年から１２年に１度オーバーホ

ールを行っておりますが、それに伴う減収を見

込んでいるためであります。

リニューアル事業に伴う費用の増加により、

一時的に純利益のマイナスが見込まれているの

は、棒グラフが折れ線グラフを飛び出している

年度です。さきほど説明した以外に４３、４４

年度、この赤字は北川など３発電所のリニュー

アルによるものです。

なお、北川発電所以降はＦＩＴ制度が不透明

ですので、収入のほうでは現在の単価で計上し

ており、固定価格買い取り制度では見込んでお

りません。ごらんのように、長期的にはそうし

た中でも黒字で推移すると見込んでおります。

次に、右側の工業用水道事業をごらんいただ

きたいと思います。上の表の１０年間の収支計

画の一番下の行の純利益は、直近の５年平均で

はこれまで大体５億円程度あったものが、平成

２８年度に完成した給水ネットワークの運用に

よる電気料、隧道点検補修等に伴い、１億円前

後に減少することが見込まれています。

下のグラフが３０年間の収支の推移ですが、

収入につきましては工業用水の料金は責任水量

制ですので、平成３０年度当初契約水量が続く

と仮定しまして、おおむね２２億円を見込んで

おります。支出につきましては、今申し上げま

した隧道の点検に加え、浄水場や管路の老朽化

状況の計画的な調査・補修等を計画しておりま

すので約２１億円と、これまでに比べ大幅に増

加を見込んでいます。アセットマネジメントシ

ステムの運用により費用の平準化を図ることで、

費用の合計が茶色い収入のラインを下回る見込

みとなっています。

計画期間においては、両事業ともに純利益が

これまでよりも大きく減少する見込みであるた

め、これまで以上に効率的・効果的な経営に努

めながら、長期的な展望に立って、持続可能な

経営基盤確立のため、必要な投資を着実に推進

していきたいと考えています。

なお、経営戦略は今月下旬に決定することと

しています。

以上のことを踏まえまして、来年度の重点事

業について説明させていただきます。

資料の３ページ、平成３０年度大分県企業局

（電気・工水）当初予算の重点事業をごらんく

ださい。３ページであります。電気、工業用水

道事業ともに経営戦略の戦略の柱Ⅱを中心に重

点事業を整理しています。また、資料の５ペー

ジに電気事業、６ページに工業用水道事業の重

点事業を写真入りの位置図でお示ししておりま

す。本日はこの中から主なものについて説明さ

せていただきます。

まずは３ページの左側、電気事業をごらんい

ただきたいと思います。１点目の発電所リニュ

ーアルの推進では、大野川発電所は平成２７年

の運転開始から６５年が経過し、老朽化が進ん

でいることから、企業局初の発電所の大規模改

修、リニューアルを行います。再稼働後はこの

前説明いたしましたように、ＦＩＴにより増収

となる見込みであります。今年度は詳細設計や

河川法申請等の諸手続、工事用道路の整備など

を実施しており、平成３０年度から発電所の解

体工事等の本体工事に着手し、平成３２年度の

完成を目指しております。

並行して別府発電所についても本年度は基本

設計を行っており、平成３０年度は主要機器で

ある水車及び発電機を発注するとともに、国へ

ＦＩＴ認定の申請等を行うことにしております。

３６年度の完成を今のところ目指しております。

その下の芹川発電所については、４０年度以降

の運転開始を目指して準備に取りかかるところ

であります。

続きまして、４点目のその他経年施設の適切

な修繕・改良工事等の実施の一つ目、北川ダム

維持流量放流設備新設事業、これは北川ダム下

流の河川環境を保全するため、北川ダムから常

に一定の放流を行うための施設を新たに建設す

るもので、平成２３年度から施工しております。

河川法上、非ﾊｲｽｲ期、１１月から５月ぐらいに

しか施工できないことや、地盤が非常にかたい

こと等により事業が長期化しておりますが、本

年１月に導水トンネルが貫通しましたことから、
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今後は平成３１年度の完成を目指して事業を進

めていきます。

次に、右側の工業用水道事業をごらんくださ

い。写真では資料の６ページとなっています。

さきにちょっと写真のほうをごらんいただきま

す。１点目の給水ネットワークを用いた隧道点

検ですが、平成２８年度に完成した給水ネット

ワーク再構築事業は、図の一番下にある白滝取

水口から下流に向かう三つの系統の送水ルート

を相互に補完するものであり、災害事故時に１

系統が機能不全に陥っても他のルートから水を

供給することができるようになりました。この

体制を活用して、平時に断水することなく、点

線に示したそれぞれの隧道に人が入っての点検、

補修が初めて可能となりました。今年度は図の

下の判田取水場から浄水場までの揚水隧道の点

検を実施しております。来年度は一番右のルー

トの送水隧道火振・志村線を写真５のイメージ

で点検するなど、今後も計画的な点検・補修を

実施していきます。

資料の３ページにお戻りください。続いて、

中ほどに記載している３点目のＩｏＴ、ＡＩ等

の活用による業務の効率化・高度化です。ＡＩ

を活用した河川の濁度変化の予測などＩｏＴ、

ＡＩが活用可能な業務の調査・検討を行います。

次に、５点目のその他、経年施設の適切な修

繕・改良工事等の実施の一番上、大分市青崎地

区にある６号地でフジボウ愛媛が工業用水を受

水できるように知事部局から工事負担金を受け

入れて配水管を布設します。

なお、両事業の一番下の地域貢献、県政貢献

では、今年度に引き続き知事部局の芸術文化基

金に５千万円、企業立地促進等基金に１億円、

計１億５千万円の繰出しを予定しております。

以上の重点事業を織り込んだ二つの予算議案

について御説明申し上げます。

まず、第１４号議案平成３０年度大分県電気

事業会計予算でございます。議案書では１２０

ページから１６２ページにかけて提案させてい

ただいておりますが、お配りしている資料の４

ページ、平成３０年度大分県企業局当初予算

（案）の概要で説明をさせていただきます。

それでは、電気事業会計をごらんください。

上の表、収益的収入及び支出です。右の欄の収

入ですが、主に九州電力から電力料収入などに

より表の下、計Ｂ欄のとおり、総額２３億５，

８１５万６千円を見込んでおります。

次に、左の欄の支出ですが、下から２番目の

４、特別損失でリニューアル事業の解体工事に

よる固定資産除却費を計上したこと等により、

表の下、計Ａ欄のとおり、総額２６億７，７２

７万８千円を予定しております。

その結果、表の一番下、収支差額Ｂマイナス

Ａは特別損失の影響によりマイナス３億１，９

１２万２千円を見込んでおります。

なお、予算における収支差額は消費税込みと

なっておりますので、資本的収支を含めて消費

税を整理した後の純損失といたしましては、欄

外に参考として記載のとおり、マイナス４億６，

３８０万９千円を見込んでおりますが、特別利

益及び特別損失を除いた経常利益としては１億

３，６５０万１千円の黒字を見込んでおります。

続きまして、第１５号議案平成３０年度大分

県工業用水道事業会計予算について御説明いた

します。

議案書では１６３ページから２０５ページに

かけて提案させていただいておりますが、電気

事業と同じく、お配りした資料で説明します。

４ページの右側、工業用水道事業会計をごら

んください。上の表、収益的収入及び支出の収

入ですが、表の右側に記載のとおり、料金収入

などにより表の下、計Ｂ欄のとおり、総額２３

億８，２９２万２，千円を予定しております。

支出につきましては、営業費用のうち、ポン

プを動かすための動力費などにより表の下、計

Ａ欄のとおり、総額２２億７，０３４万３千円

を予定しておりまして、差し引き収支差額はＢ

マイナスＡ欄のとおり、１億１，２５７万９千

円、税抜きの純利益及び経常利益は欄外、参考

に記載のとおり、１億６５６万円を見込んでお

ります。

以上で説明を終わります。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。

毛利副委員長 以上で説明は終わりました。
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これより質疑に入りますが、執行部の皆さん

に申し上げます。

答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自席

で起立の上、マイクを使用し、簡潔に答弁願い

ます。

事前の通告者が３名おります。

それでは、順次指名してまいります。

堤委員 まず、１点が工業用水道の譲渡承認に

ついてですね。工水の譲渡に関する規定の第４

条の１項に、水道水が供給されがたい事情があ

ることの場合、譲渡はオーケーですよというふ

うな規定があるんですけども、どのような具体

的に事情があるのかということを教えてくださ

い。電気事業では、ＦＩＴ制度が２０１７年度

が改定されましたけども、松岡の太陽光発電等

に与える影響は具体的にどういうものがあるの

か。この２点についてお伺いをいたします。

岡田総務課長 工業用水の譲渡承認についてお

答えいたします。

工業用水のユーザー企業さんが工業生産を行

うために必要な原材料及び製品等の輸送に使用

される船舶に対して、船のバラスト水、飲料水

などとして使用する目的で他者に譲渡する場合

は、企業局長の承認を要することとしておりま

す。その条件の一つに、堤委員からありました

ように、水道水が供給されがたい事情があるな

どの要件を設定しております。

船舶への譲渡を行っている企業につきまして

は、企業局への承認申請を行う前に大分市で上

水道の給水申し込みを行っておりますが、要求

量全量の給水は不可能という旨の回答があった

ということから、水道水が供給されがたい事情

として認めて承認をしたところであります。以

上でございます。

長井工務課長 それでは、ＦＩＴ制度について

お答えいたします。

松岡太陽光発電所と大野川発電所につきまし

ては旧制度で認定を受けておりまして、新制度

では事業計画を提出するということになってお

りまして、両発電所とも事業計画を提出してお

りまして、影響はないということでございます。

堤委員 影響がないということで、分かりまし

た。

大分市に申請をしたと、工水だけね、これい

つごろの申請ですか。

岡田総務課長 昭和４８年でございます。

堤委員 ということは、それがずっと大分市が

昭和４８年に水道水を引くことは難しいよと。

それは今でも結局それが継続してるという、そ

ういう認識でいいんですか。

岡田総務課長 年数はたっておりますが、現在、

大分市水道局からの全量給水ができるかどうか

については、把握はしておりません。

毛利副委員長 よろしいですか、はい。

桑原委員 堤委員からも質問ありましたけれど

も、ＦＩＴの買い取り価格が２０１８年度から

１０キロワット以上の太陽光発電の調達価格が

２１円から１８円に下がるということで、影響

はないということなんですけれども、この調達

価格算定委員会が、同じこの委員会が平成３０

年度以降の調達価格に関する意見というのを出

してますけれども、それによると、２０２０年

には１キロワット時あたりの発電コストを１４

円、発電コストですね、２０３０年には７円に

引き下げるという目標が掲げられておりますね。

これそんな、全然その長期にわたって影響がな

いと言い切れるのかどうか、そこの御見解をお

願いいたします。

岡田総務課長 太陽光発電の収支見込みでござ

いますが、松岡太陽光発電所は平成２４年度に

固定価格買い取り制度の認定を受けて、２５年

から運転開始しております。運転開始から２０

年間は１キロワットあたり４０円で販売できる

ということが保障されておりますので、松岡太

陽光発電所は今後も安定した経営ができると考

えておるところでございます。

桑原委員 分かりました。

じゃあ、県がこの太陽光発電の事業をする意

義っていうのは何でしょうか、教えてください。

岡田総務課長 県の企業局では、再生可能エネ

ルギーということで、水力発電に取り組んでお

るんですけども、新たな再生可能エネルギーと

いうことで太陽光発電が注目されておりまして、

大分県としても、企業局としても、新たな取組
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を始めたところです。ちょうどこの土地は工業

用水道事業の資産でありまして、使っていない

状態でありましたので、そこを活用するという

形で新たな取組を始めました。この取組を試し

まして、その技術的なものとか成果について、

広く企業さんとかに広めていきたいという趣旨

でございます。

桑原委員 こういう県が行う事業っていうのは、

公共性があるからこそ初めて僕は許されるもの

だと思っております。影響ないということでし

たが、私は採算がとれるかどうかという問題以

前に、県みずからが太陽光発電事業を行う必要

があったのかどうか、大変疑問に思っておりま

す。水力発電の場合、ダムは水道事業の水源と

して公共性がありますので、少なくとも水道イ

ンフラの所有権は県が持つべきだという主張は

理解できます。

ただ、この太陽光発電にはそういう公共性と

いうのが私はあるとは思いません。だからこそ

他の地域では民間の事業者がメガソーラーの運

営をしているということです。松岡太陽光発電

所は当初、再生可能エネルギー導入促進のリー

ディングモデルという位置づけであったようで

すが、県がリーディングモデルをつくらなくて

も民間の事業者は高額で設定されていた調達価

格を目当てに太陽光発電に参入したでしょうし、

現在はむしろ参入する民間の事業者が多過ぎる

ことが大きな問題となっているのが現状です。

こういうことを考えると、県営メガソーラー

はやる、このまま続けるでしょうか、公共性の

面からいってです。

岡田総務課長 やはり再生可能エネルギーの確

保をしていくということで、一定の公共的な意

味はあるかと思っております。また、太陽光発

電で得られる収益をもとに現在、県政貢献とい

うことで、一般会計の繰出しが今、実現してい

るという面もございます。

もともとの工業用水道事業としての用地が遊

休、あいておりましたので、その遊休地の活用

という面でもあわせて実行をしたところでござ

います。以上でございます。

毛利副委員長 もう再質問２回。

桑原委員 質問ではなくて意見です。

毛利副委員長 いや、２回なっておりますんで、

ぜひ今度、分科会で言っていただきたいと思い

ます。

守永委員 資料の２ページになりますが、電気

事業会計の収益的収支についてなんですが、こ

の収支計画では、１０年間の収支計画を見たと

きに、施設整備に関連して赤字となる年度があ

るということでの説明もございましたが、大規

模な施設を企業局としては抱えて全体を運営す

るという状況の中で、過去にも自然災害で崩れ

たというか、いわゆる滑落したケースもありま

すし、そういった自然災害、突発的な修理対応

とか、そういったことを踏まえたときに、将来

的に大規模施設を健全に運営していくというこ

とが可能なのかどうか、その辺の見通しを教え

てください。

草野企業局長 お答えいたします。

収入と支出の関係についてはさきほど御説明

しましたように、長期的には黒字ということで

大丈夫なんですけど、多分資金がちゃんと合う

のかねという御質問だと思います。

今、企業局、いわゆる独立採算でやってて、

一般会計に御迷惑かけない形で、県民に御迷惑

かけない形でやってます。これは将来的にもぜ

ひその体制でやりたいというふうに考えてまし

て、内部留保を持たせていただいております。

平成２９年度末で見ますと、約５２億円、内部

留保を電気事業では持っています。工業用水事

業では約４４億円、合わせて１００億円程度の

内部留保があります。

今後いろんな、特に電気事業、ことが予想さ

れるんですが、リニューアルをやることによっ

て内部留保も一時的には減少してまいりますが、

将来的にはだんだん増えていくというふうに見

込んでまして、その内部留保をうまく使いなが

ら、また場合によっては企業債も使いながら、

県民、一般財源に迷惑かけない形でやっていけ

るのかなというふうに思っています。

ただ、御指摘は本当に大事な問題だと思って

いますので、そこは心して節減等々に努めてい

きたいと思っています。以上であります。
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守永委員 いわゆる社会的な貢献事業で１億な

り５千万なりを拠出しているという状況もある

んですが、それも健全な運営が成り立ってこそ

というふうなことでもありますし、ある意味そ

ういう中で県政の一般財源に貢献できるという

ことの存在価値があるのかなというふうに思っ

てますので、ぜひ健全運営に向けて長期的に見

ながら運営をお願いしたいと思います。以上で

す。

毛利副委員長 以上で事前通告者の質疑を終了

いたしました。

ほかに質疑のある方は挙手を願います。

衛藤委員 企業局経営戦略についてです。

企業局の存在意義っていうのは、県内地域の

工業を支えるっていうところにあるというよう

に思っております。その企業局の存在意義を考

えたときに、まず最初に来るのが県内の工業を

どのようにして発展させるか、そして安定させ

ていくかっていうところであると考えておりま

す。

企業局の経営が安定して、企業局の事業のみ

が発展しても、県内工業が廃れては本末転倒で

あるのではないでしょうか。ここの優先順位を

ぜひ企業局の経営戦略にも明確に書いていただ

ければと思います。経営理念のところにもある、

経営理念を見ると、最後に少し県政貢献等によ

り県経済の振興や地域社会の発展にも寄与しま

すとか、一番最初に来てないと思うんで、ここ

の存在意義をきっちりと明記していただければ

とお願いする次第です。要望です。コメントあ

ればお願いします。

毛利副委員長 要望ですか。何かこれに対して

答弁があれば。

草野企業局長 もう委員おっしゃるとおりであ

りますので、経営理念のところ、資料の１ペー

ジの３のさきほどの経営理念ですね、ちょっと

読ませていただきます。

大分県企業局は豊かな水を生かしてクリーン

な電力と低廉な質の高い工業用水を安定的に供

給するとともに、ここは委員が言われたところ

だと思います。かんがい用水や上水道原水を守

り、また多目的ダムの管理により洪水防止や用

地砂河川環境を維持する役割を果たし、さらに

は県政貢献等により県経済の振興や地域社会の

発展にも寄与しますということで、県民から信

頼される地方公営企業として将来にわたり地域

を支え、県民、地域とともに歩んでいきますと

いう、この理念の中に気持ちを込めております

ので、お察しいただきたいと思います。

毛利副委員長 ほかにございませんか。

麻生委員 ただいまの地域貢献、それから県政

貢献に関連をするんですけれども、市町村ハン

ドブックを拝見して、各市町村の１人あたり県

民所得、その数値を見てまいりますと、九重町

が非常に高くて、これどうしてなのって聞くと、

地熱発電所の貢献度が高いということを伺った

んです。

じゃあ、県の企業局の各発電所とか、そうい

ったものがそれぞれの市町村にどれだけ貢献し

ているかというような指標も必要になってくる

のかなと。１億５千万、一括でぽんと入れてい

るわけでありますけれども、ある意味その使い

方、今回芸術文化であるとか、そういった部分

の使い道に関して考えるときに、各それぞれの

発電所がどれくらいそれぞれの市町村に貢献し

てるかという指標だけは私、持っておく必要が

あるんじゃないかなと思いまして、そういった

部分について何か指標を出せるのかどうかも含

めて教えてください。

草野企業局長 実は今回、経営戦略出すのにパ

ブリックコメントをいたしました。委員と同じ

御指摘がありまして、そういう貢献も必要なん

じゃないかということです。そういうのもちゃ

んと見せたらどうかということで、御案内のよ

うに、土地とか建物を持っていますと固定資産

税相当分を交付金という形で市町村に、差し上

げてるという言い方はいいのかどうか分かりま

せんが、交付しております。それを新年度以降、

この計画策定以降はホームページ等でしっかり

お見せして、こういう形でということでお示し

できればというふうに考えてます。

市町村がつくってくれている、例えば豊後大

野の施設なんかにも、企業局のその交付金でで

きてますよとかいうふうに書いてくれたりして
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ますけど、そういうことについてもしっかり宣

伝というか、県民の理解を得たいというふうに

思っています。

金額はちょっと担当から。

岡田総務課長 平成３０年度の市町村交付金は、

電気事業全体で７，８１９万余りになっており

ます。

大分市が多いんですけども、大分市で１，２

１９万ほど、由布市が１，９２２万等となって

おります。工業用水道事業のほうは事業所等の

効果が市内にとどまっておりますので、交付金

の対象になっておりませんので、ちょっとこれ

は少ない状態であります。以上でございます。

毛利副委員長 よろしいですか。

ほかにございませんか。ほかに質疑もないよ

うでありますので、これをもって企業局関係予

算に対する質疑を終わります。

―――――→…←―――――

毛利副委員長 以上で、本日の審査日程は終わ

りました。

次会は、明１６日午前１０時から当議場で開

きます。

これをもって本日の委員会を終わります。お

疲れさまでした。


